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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

大腸がん検診受
診率（大腸がん検
診受診者数/大腸
がん検診対象者
数）

％ 22.5 22.7 50.0

総経費 千円 1,070,437 1,075,722 1,184,660 ―

施策名： 健康づくりを支援する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 Ａ
生活習慣病
健康診査事
務

区民に健康診査の機会
を提供することにより、
生活習慣病やがんを予
防し、疾病の早期発見と
早期治療を進め、区民
の健康増進を図るため

Ａ Ｃ Ｃ Ａ Ａ Ｂ Ａ

健
康
推
進
課

経

Ｂ

①成果指標である大腸がん検診の受診率
が、特に30歳～40歳代の働き盛りの世代にお
いてがん検診の意識付けが十分でなかったた
め伸び悩んだ。平成21年度比で０．２ポイント
上昇し22.7％だったが、目標値には達していな
い。
②年１回の健康診査・がん検診受診により、
区民の健康を維持・増進するとともに、疾病の
早期発見・早期治療に結びついている。このこ
とから、受診率の向上により医療費の抑制効
果がもたらされるため、効率性が高いと言え
る。
③区民の生活習慣病やがんの予防、健康管
理のために必要である。
④対象年齢の区民に対して個別に案内を送
付し、受診機会を確保しているが、区民の検
診受診意識の醸成を図る取組みが不十分で
あったため 受診率が目標値に達しなかった

Ｂ

　がんによる死亡を減少
させるため、がん検診の
受診率および検診の質
の向上を目指し、がん検
診の精度管理体制を構
築する。
　また、がん検診の精度
管理上必要となる点検・
評価の指標の数値を把
握するため、精密検査の
追跡調査の実施につい
て検討する。

（上記のうち、人件費） 千円 64,000 74,000 72,000 ―

成果
指標

禁煙達成率（禁煙
補助剤終了後6ヶ
月の禁煙達成者
数　/禁煙補助剤
費用助成利用者
数）

％ 0 34.9 36.0 37

総経費 千円 100 2,557 2,890 ―

（上記のうち、人件費） 千円 320 1,600 2,000 ―

経
費

あったため、受診率が目標値に達しなかった。
このことから、事業は良好に進んでいないと評
価する。

Ａ

健
康
推
進
課

Ａ Ａ

①禁煙支援薬局事業の禁煙補助剤費用助成
は、事業を開始して19日で100人に達成した。
禁煙達成状況は、禁煙補助剤使用終了2ヶ月
後で45人（42.5%)、6ヶ月後では37人（34.9%)で
あった。
②禁煙補助剤の費用助成を使用期間が8週
間分のうち2週間分助成したことで、多くの区
民に利用が可能となた。夜間、休日にも相談
できる薬局を窓口としたことで、区民の利便性
を図った。
③喫煙の健康影響が啓発され、区民の関心
が高まった。また、H21年度の練馬区健康実
態調査では、喫煙者の53、5％が禁煙を希望
している現状にある。
④成果指標の達成率も81%となり、ひとりでも
多くの人が禁煙に取り組める機会となってい
る。様々な地域の禁煙支援薬局と協働し、利
用対象者は先着順で決定していく公平性の工
夫をしている。

2 ＡＣ
健康教育事
務③

区民の健康を守るた
め、喫煙が健康に及ぼ
す影響を周知するととも
に、禁煙を希望する区民
に対し禁煙支援を行う。

・禁煙補助剤終了6ヵ月
後の禁煙取り組み状況
を把握するために、書式
の改善や薬剤師との共
通認識および、理解を深
めるための検討を行う。
・禁煙支援薬局が地域の
禁煙支援の拠点になる
よう、協働をすすめてい
く。

ＢＡ Ｂ Ａ Ａ

経
費
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施策名： 健康づくりを支援する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

成果
指標

新生児等訪問指
導を受けた人の割
合（実績数/対象

％ 86.5 86.9 87.7 90.0

妊産婦、乳幼児に対して
保健師、助産師が家庭
を訪問し、子育て支援に
関する情報提供等や母

引き続き、未訪問者への
勧奨や４か月健診時にお
ける訪問の有無の確認

光
が
丘

①　妊娠中の保健指導を必要とする者への
「妊婦訪問指導」、生後４か月までの全乳児を
対象とした「こんにちは赤ちゃん事業」、産後
の支援のための「産婦訪問指導」を実施して
いる。産婦・新生児については自宅訪問を希
望しない例もあり100％の全戸訪問は困難で
あるが、出生通知票未提出世帯への勧奨を
充実し、件数の増加に努める。平成26年度の
目標は、「練馬区健康づくり総合計画（平成23
年3月）」「練馬区次世代育成行動計画（平成
22年3月）」により26年度末の目標とされてい
る90％とする。また、平成26年度目標の90％
と22年度実績の86.9％の差である約3ポイント
を残る4ヵ年で達成するには、毎年0.8ポイント
の増加が必要であることから23年度の目標は
87.7％とする。
②　通常は迅速な訪問のため訪問指導員が
訪問し 今後継続的な支援が必要となる要支合（実績数/対象

者数（出生数））

総経費 千円 67,243 68,697 69,587 ―

（上記のうち、人件費） 千円 41,040 41,040 41,040 ―

Ａ Ｂ Ａ Ａ3 Ａ
母子訪問指
導事務

関する情報提供等や母
子の心身及び養育環境
等の把握や保健指導を
行うことにより、母性の
保護および乳幼児の心
身の健全な育成を図る
ため

経
費

ける訪問の有無の確認、
未訪問者への更なる勧
奨を行うことなどにより、
さらに訪問実績の向上を
図る。

Ｂ

丘
保
健
相
談
所

Ａ Ａ

訪問し、今後継続的な支援が必要となる要支
援家庭には常勤の保健師が訪問するなど、対
象の状況に合わせた役割分担ができていて
効率性が高い。
③　核家族化の進行などに伴い、妊娠や子育
てへの不安感や負担感は増加の傾向にあ
る。このような状況のなか、保健師や助産師
が訪問し、保健指導や子育て支援に関する情
報提供を行うことで、不安感や負担感の払拭
につながり、母子の心身の健全な育成を図る
ことができ必要性が高い。また、家庭を直接訪
問することで、養育環境を把握することができ
るとともに、産後の心の問題を早期に把握・支
援することができ、虐待予防への効果も高い。
④　出生通知票未提出世帯への勧奨を充実さ
せた結果、実績は年々向上し、平成22年度成
果指標である目標78％を達成した。
　また、当事業の実施により、地域の子育て支
援機関との連携が深まり、母子保健、子育て
支援の両面から必要な支援を行っていく態勢
づくりも良好に進んでいる。

Ａ
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担
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成果
指標

腎臓病健康診断
受診率（受診者数
/対象者数）

％ 99.3 99.5 100 100

総経費 千円 95,870 87,406 92,125 ―

（上記のうち、人件費） 千円 3,200 3,200 3,200 ―

成果
介護予防キャン

Ａ Ａ

①　回収予備日を設けているが、欠席などの
理由からどうしても回収できない児童・生徒が
おり実質は100％の受診率であると考える。
②　学校行事を考慮した回収日の設定とする
など、効率的に実施できている。
③　学校保健安全法に基づく検査のため、必
要性がある。
④　学校保健安全法に基づく検査として、練馬
区医師会に委託をしており、３次の精密検査
まで実施した上で、432人の有所見者が発見
できている。腎臓疾患については、学校管理
下での配慮等が必要となるため、有所見者の
発見は重要であると認識している。

ＡＡ Ｃ Ｂ Ａ

経
費

介護予防事

4 Ａ
小中学校児
童・生徒健
康診断事務

児童・生徒の健康増進
を図り、もって学校教育
の円滑な実施とその成
果の確保に資するた
め。

　外国人の保護者に対し
て、分かりやすいお知ら
せをするため、外国語版
に翻訳した保護者あて
通知を作成したい。

Ｂ

①介護予防フェスティバルは22年度から大
ホールでの実施に変更し、参加者数が増え
た。
②前年度に比べ 参加者数が約 倍となり

庶
務
課
・
学
務
課

介護予防キャンペ ン事
高

成果
指標 ペーン事業参加人

数
人 1,710 2,155 2,666 2,666

総経費 千円 5,459 5,247 5,553 ―

（上記のうち、人件費） 千円 1,600 2,400 1,600 ―

5 Ａ

介護予防事
業事務（介
護予防普及
啓発事業）
【介護保険
会計】

高齢者に対し、介護予
防に関する知識を普及
し、高齢者自らが介護予
防に取り組むことができ
るようになるため。

Ａ

経
費

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

②前年度に比べ、参加者数が約1.3倍となり、
一人当たりの費用を約3/4に削減することがで
きた。
③地域支援事業は区が行う義務があり、また
介護予防事業を促進するためには、区民一人
ひとりが介護予防に関する知識を持つことが
求められている。
④参加人数は増えたが、目標人数も増やした
ため目標に達していない。

Ａ

介護予防キャンペーン事
業の開催時期・案内方法
や・内容を見直し、新た
な参加者の掘り起こしに
つなげ、更に参加人数を
増やしていく。

Ｂ Ａ

齢
社
会
対
策
課
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今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標 事業参加人数 人 10,000 11,000 10,000 10,000

総経費 千円 2,851 3,155 3,006 ―

（上記のうち、人件費） 千円 1,600 1,600 1,600 ―

施策名： 健康づくりの条件整備を行う

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 Ａ
健康フェス
ティバル事
務

練馬区の健康づくり施
策の一環として、区民の
健康づくり意識の高揚を
図るため

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ

健
康
推
進
課

経
費

Ａ

①子ども向けの遊具やキックターゲットを設置
したことにより、比較的若い世代の来場者も多
く、十分な効果があった。
②練馬まつりと同日実施することにより、集客
の相乗効果があった。
③健康についてあまり関心の無い区民も多く
来場することから、健康づくりの意識の高揚に
有効であり必要性が高い。
④練馬まつりの同日開催でかつ晴天の場合
は多数の来場者があり、広く区民に対し、健
康づくりの啓発ができ成果を上げている。ただ
し、雨天の場合は多くの参加者が見込まれな
い。

Ａ
テント配置を分かりやすく
するための表示看板を
作成する。

Ｂ Ａ

屋内喫煙所設置による受
動喫煙防止対策効果をみ

成果
指標

区内事業者等にお
ける喫煙スペース
の設置

件 0 1

総経費 千円 ― 800 950 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 800 800 ―

2 ＡＢ
受動喫煙防
止推進事務
②

受動喫煙防止対策の実
効性向上を図るために、
多数の人が集まる施設
や公共的な空間に分煙
スペースを設置する事
業者等に対し、設置費
用の一部を助成する。

Ａ

健
康
推
進
課

Ａ Ｂ

①事業者団体を通じ本制度への参加を募った
り、個別に事業者に対し説明するなどの努力
は行ったが、屋内喫煙所設置事業者は現れ
なかった。予算執行額および設置数が0であっ
たため成果は低いと考える。
②分煙施設を作る目的はあくまでも受動喫煙
の防止であるが、喫煙者の環境整備としての
側面もある。練馬区におけるタバコ税収入は
毎年30億円前後であり、税収を得るための経
費ととらえれば、その負担割合は低く（23年度
予算額で.001％以下）効率性は高いと考える。
③「健康増進法第25条（受動喫煙の防止）」、
「受動喫煙防止対策について（平成22年2月25
日厚生労働省健康局長通知）」の要請により
必要性は高い。
④屋内喫煙所設置は、区から費用助成（助成
額の上限有り）があるものの申請事業者も数
十万～数百万の自己負担が生ずる。また、喫
煙所を設置するスペースも必要となるなど事
業者への負担が大きく良好に進まなかった。

Ｂ

経
費

動喫煙防止対策効果をみ
るためのモデル事業とし
て、1箇所の設置助成を行
う。
【理由】長期計画実施計画
作成直後、「受動喫煙防止
対策について（平成22年2
月25日厚生労働省健康局
長）」が通知された。その中
で、多数の者が利用する公
共的な空間については、原
則として全面禁煙であるべ
きとの方向性が示される一
方、全面禁煙が極めて困難
な場合等においては、当
面、施設の態様や利用者
のニーズに応じた適切な対
策を進めることとされた。本
事業は、国の受動喫煙防
止対策を基本としつつ、実
効性の向上を図るためのモ
デル事業と位置づけ、喫煙
所設置による効果の検証を
もって完了する。今後、検
証結果を受動喫煙防止の
ための分煙化施策へ反映
する。

ＢＡ Ａ Ｃ Ａ
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施策名： 健康づくりの条件整備を行う

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

成果
指標

食育に関心を持っ
ている人の割合
食育に関心を持っ
ている人の人数/
アンケートの
回答数（健康フェ
スティバルにて実
施）

％ 91.0 97.0 95.0 95.0

総経費 千円 12,832 12,775 13,002 ―

3 Ａ
食育推進事
務（食環境
整備）

食育推進の普及、啓発
を区民に広めることによ
り、区民が生涯にわたっ
て健全な心身
を培い、豊かな人間性を
育むことができる環境づ
くりを進めるため

Ａ Ａ Ｂ Ａ

健
康
推
進
課

経

Ａ Ａ Ａ

①　食育推進ネットワーク会議の充実、食に
かかわる健康づくりサポーターの活動の広が
り、職域を越えた連携の広がりなど、区民・事
業者・関係団体・行政が連携、協働して食育
の普及啓発を実施していく事により、食育に関
心のある区民が徐々に増えてきている。
②　ネットワークの広がりにより、低コストでよ
り多くの区民に食育の普及啓発を行っ た。
③　食に関する様々な情報が氾濫している中
で、食の安全、安心を含めた正しい情報の提
供は必要不可欠である。(食育基本法、健康
増進法）
④　講演会等開催時のアンケート結果からも、
区民や食関係団体から食育推進の活動への
期待や要望が高く、今後も効果的、効率的な
食育推進事業を検討し 食育を推進していく

Ｂ

①　「練馬区食育推進ネット
ワーク会議」を中心に、区
民の主体的活動や事業
者、関係団体の行っている
食育情報の共有を十分に
行い、それぞれの活動を結
びつけ、横断的なネット
ワークを構築し「ねりまの食
育」を推進していく。
②　区民が食事をおいしく、
安全に、無駄なく大切にとっ
ていくために役立つ食と農
の情
　報を効率的・効果的に発
信していくことにより、食育
に関心を持ち、毎日の生活
の中で

Ａ

総経費 千円 , , ,

（上記のうち、人件費） 千円 10,400 10,400 10,400 ―

経
費

食育推進事業を検討し、食育を推進していく。
　食育を実践している区民
を増やしていく。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

健康危機管理対
策本部会議の開
催回数

回数 9 2

総経費 千円 80 80 0 ―

（上記のうち、人件費） 千円 80 80 0 ―

施策名： 健康に関する危機管理を行う

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 Ａ

保健所一般
事務（危機
管理対策本
部）

区民の生命、健康の安
全を脅かす健康被害の
発生を予防するととも
に、健康被害が発生し
た場合に、被害の拡大
防止等に万全を期すた
め

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

健
康
推
進
課

経
費

Ａ

①区民の生命、健康の安全を脅かす健康被
害の発生を予防し、健康被害が発生した場合
に被害の拡大防止等に万全を期するための
対応策をとり、区民に必要な情報提供を行っ
た。また、必要に応じて庁内の関係部署とも情
報共有を図った。
②副区長を本部長、教育長を副本部長、健康
部長（練馬区保健所長）を本部事務局長とし、
事業本部長および部長級の管理職で構成す
る会議体を、必要に応じて効率的に召集し協
議・情報提供を行った。
③「練馬区健康危機管理対策本部設置要綱」
に基づき設置されており、必要性は非常に高
い。
④安全・安心担当課や６保健相談所をはじ
め、庁内の関係部署と連携し情報の共有を
図った。

Ａ

引き続き、健康危機管理
に関する会議を迅速に招
集し、庁内の関係部署と
連携し、情報の共有を図
る。

Ｂ

成果
指標

都区精度管理調
査結果の適合率
（適合検査項目件
数÷参加検査項
目件数）×100

％ 100 100 100

総経費 千円 30,144 30,124 29,311 ―

（上記のうち、人件費） 千円 16,000 16,000 16,000 ―

成果
指標

予防接種（①②③
④）を受けた人の
割合（接種者数/
対象者数）

％ 91.6 93.4 95.0 95.0

総経費 千円 658,622 1,060,285 1,322,397 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 8,000 16,000 ―

2 Ａ
衛生試験事
務（腸内細
菌検査）

　消化器系感染症につ
いて、平常時における防
疫対策を施し、また、患
者発生時における感染
症蔓延を防止するため。

3 Ａ
予防接種事
務

社会全体の免疫水準を
維持し、感染のおそれ
がある疾病の発生およ
びまん延を予防するた
め

光
が
丘
保
健
相
談
所

Ａ Ａ

①食中毒事故や感染症の二次汚染を未然に
防ぐ目的達成のため、都区精度管理調査を行
い、検査精度の維持向上に努めている。
②民間事業者との比較においても経費が低
額であり、効率性が高い。
③3類感染症の患者発生時など緊急性の高い
検査には休日も含め即応して感染症防止に
役立っており、必要性が高い。
④患者発生時だけでなく、平常時における定
期的な施設検便は、食品衛生上きわめて重
要である。特に調理関係者等の衛生意識を醸
成し、職場からの感染症発生防止や二次感染
を未然に防ぐ環境づくりに大きく寄与してい
る。

Ａ

Ｂ Ｂ Ａ

経
費

　引き続き、研修など受
講しつつ、ＰＣＲ検査の充
実をはかっていく。

ＢＡ Ａ Ａ Ａ

Ａ

保
健
予
防
課

経
費

Ａ Ａ Ａ

①予防接種は、社会全体の免疫水準を維
持し、感染のおそれがある疾病の発生お
よびまん延を予防するなど、感染症対策
には必要不可欠な事業である。
②定期予防接種を勧奨するために、接種
年齢対象者への個別通知を行うとともに、
区報、HP等による普及啓発を行ってい
る。
③保健相談所の乳幼児健康診査等の機
会に、定期予防接種の接種勧奨が行わ
れている。

Ａ
任意予防接種の助成拡
大に向けた検討および
体制づくりを進めていく。

Ａ
Ｂ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

食品の収去検査
（細菌）における適
合率

％ 89.2 90.8 90.0 90.0

総経費 千円 167,460 150,596 155,803 ―

（上記のうち、人件費） 千円 150,400 138,667 134,560 ―

施策名： 安全な衛生環境を確保する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 Ａ
食品衛生事
務

飲食に起因する衛生上
の危害の発生を防止し
食品の安全を確保する
こと、および食の安全に
関する情報の普及を図
ることにより、区民等の
健康を守るため。

Ａ
Ｂ

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

生
活
衛
生
課

経
費

Ａ

①不適合食品の発見に努めている。当該不
適合食品の製造・販売営業者の指導を行い、
安全な食品が製造・販売されるようにしてい
る。
②営業施設の監視指導・立入検査、許認可事
務、区民からの各種相談、食中毒調査、食の
安全に関する情報の普及等、多様な業務を重
要度、緊急度、効率等を考慮して実施してい
る。投入した経費に見合う実績が出ている。
③法定受託事務のため区が行うことになって
いる。区民の食品に対する安全性確保の要望
は高く、必要性が高い。
④食品の安全性確保に対する区民の要望に
こたえるべく食品衛生関係営業者の調査指
導、食中毒対策および食品衛生の啓発活動
が着実に実施されている。

Ａ

①前年度の内容を継続
しつつ、時々の状況に応
じて緊急監視、広報など
機動的な対応に努める。
(食中毒発生の危険性の
高い検査不適合施設に
ついて再検査および指導
を実施し、食中毒の予防
に努めるとともに、一層
の普及啓発を図る。)

成果
指標

理化学検査による
衛生水準適合率

％ 93.5 92.5 90.0 90.0

総経費 千円 46,044 33,916 34,511 ―

（上記のうち、人件費） 千円 39,200 32,000 32,000 ―

Ａ Ａ Ａ2 Ａ
環境衛生事
務

環境衛生関係営業施設
において、適正な衛生水
準を確保することによ
り、施設利用者の衛生
的安全を図るため

生
活
衛
生
課

経
費

Ａ Ａ

①継続的に行っている監視指導および立入検
査結果に基づいた改善指導等の効果により、
環境衛生関連施設の衛生水準適合率は、目
標とした９０％を上回っている。
②監視指導・立入検査の他、新規・変更等の
許認可事務、各種苦情相談、検査受付等、業
務が多様化する中、施設の立入検査について
は、重要性、緊急性、効率等を考慮して計画
的に実施している。予算の範囲内で一定の成
果を上げることができた。
③環境衛生関係法令に基づく事務であり、衛
生水準を確保し施設利用者の衛生的安全を
図ることは重要である。レジオネラ症、化学物
質過敏症等、年々新たな問題が提起されるな
か、衛生的安全を望む声は多く、この事業の
必要性は極めて高い。
④監視指導等の効果により、衛生水準適合施
設の占める割合は高率を維持しており、施設
利用者の衛生的安全はほぼ守られている。業
務が多様化するなか、重要性緊急性等を考慮
し、少数の担当職員で計画的効率的に対応し
ている。

Ｂ

①重点項目の設定・スク
リーニング検査の導入な
どにより、区民の要望に
迅速に応えられる監視指
導体制を築き、区民サー
ビスを充実させる。
②事務の省力化と効率
向上のため、引き続き業
務台帳の電子化に取り
組み、２～３年後の完了
をめざす。

ＢＡ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

休日急患診療所
（医科・歯科）を利
用した区民の数

件数 25,661 19,897 地
域
医
療
課

Ａ

①　通常の診療時間外である休日、夜間に受
診が必要な初期救急患者が多数いることか
ら、休日急患診療所運営等について一定の成
果があがっている。
②　休日急患診療所（医科、歯科）は、練馬区
役所東庁舎と石神井庁舎の2箇所で集約的に
運営しているため効率性は高い。また、その
他についても必要性の高い事業のみを区内
の医療機関に委託する等して運営しているた
め、効率性は高い。
③　入院を必要とする中等症・重症患者を対
象とする二次救急医療体制や生命危機が切
迫している重篤患者を対象とする三次救急医
療体制の整備は東京都が行い、入院治療を
必要としない比較的軽症な救急患者を対象と
する夜間や休日に行う初期救急医療体制（内
科、小児科、歯科）については区が整備する

Ａ

　講座の開催などを通じ
て、引き続き小児初期救
急医療機関の適切な利
用についての区民啓発
を行う。

Ｂ Ａ

担
当
課

1 Ａ
地域医療推
進事務（休
日・夜間）

休日・夜間に初期救急
医療を確保するため。ま
た、東京都の救急医療
対策の補完として、心臓
循環器救急医療を実施
するため。

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 地域における医療体制を確立する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

総経費 千円 260,308 257,020 257,682 ―

（上記のうち、人件費） 千円 7,200 7,200 7,200 ―

成果
指標

心身障害者等歯
科診療率
目標：診療可能件
数(予約枠)
実績：受診者数

人 3,348 3,461 3,594

総経費 千円 110,959 143,669 145,472 ―

（上記のうち、人件費） 千円 3,200 3,200 3,200 ―

① 区内歯科診療所からの紹介も多く、診療可
能件数(予約枠)に対して常に90％を超える診
療率を保っている。
② 設備や従事者数により診療可能件数は限
られており、全て予約制で行うことで効率性が
図られている。
③ 身体状況等により一般の歯科診療所では
診療が困難な方の治療の場の確保および口
腔衛生の向上のため必要性は高い。
④ 一般の歯科診療所では専門性、設備面で
診療が難しい分野であり、また、他に区内実
施機関がなく、一定の診療率を保っているた
め良好に進んでいる。

Ａ Ａ

地
域
医
療
課

経
費

経
費

Ａ Ｂ Ｂ Ａ

必要がある。
④　初期救急に関しては、区民が必要なとき
に受診できる環境が整い、事業は概ね順調に
推移している。

Ａ Ａ2 ＡＣ

地域医療推
進事務（心
身障害者等
歯科診療お
よび周産期
セミオープ
ンシステム
事業）

一般の歯科診療所では
診療が難しい心身障害
者や在宅要介護高齢者
の方に対し歯科診療を
行い、区民の歯科保健
の充実を図るため。ま
た、医療機関が連携し
医療機能を分担すること
で、区民がより安心して
子どもを生み育てる環
境を推進するため。

　平成7年7月に診療所を
開設してから約16年が経
過し、医療機器が老朽化
している。患者が安全に
安心して受診できる環境
を整えるため、機器の更
新を行う。

Ｂ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

担
当
課

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 地域における医療体制を確立する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果
指標

災害時医療救護
体制構築における
課題解決スケ
ジュールの進捗率
（23年度は会議の
開催回数に変更し
ます）

％ 43.0 71.4 80.0

Ａ

○医療救護所および後
方医療機関の見直し○
医療救護所から後方医
療機関への患者の搬送
手段について○後方医
療機関の受け入れ体制
の整備について○備蓄
医薬品などについて、引
き続き災害医療運営連
絡会・災害医療運営連絡
会専門部会で協議する。

Ａ Ｂ Ｂ Ａ

地
域
医
療
課

Ａ Ａ Ｂ

①平成22年度は、専門部会を年５回開催し、
「医療救護所および後方医療機関の見直し」
他５項目について協議し、検討結果について
は災害医療運営連絡会に報告し承認されるな
ど着実に災害時医療救護体制の構築は進展
している。特に、後方医療機関の受け入れ体
制の整備については、小型発電機等の機材
の貸出の協定を結んだことにより、東日本震
災後の計画停電時において、後方医療機関
に優先的に小型発電機等の機材の貸出など
がなされ、非常に成果があった。
②区の医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道
接骨師会、日大練馬光が丘病院、順天堂練
馬病院、消防署・警察署および練馬区から選
出された委員により、災害救急医療に関して
一同に会し協議を行う場として効率的である。
③災害時医療救護体制を構築する上で、関係
者（機関）が 同に会し 協議できるため 意

3 Ａ
災害時医療
救護体制の
構築事務

区民の生命、健康が損
なわれる危機を回避し、
災害等発生時には被害
を 小限にとどめること
により、区民が日常生活
を安心して送ることがで
きるようにするため

Ａ

総経費 千円 2,073 4,437 4,447 ―

（上記のうち、人件費） 千円 1,600 4,000 4,000 ―

成果
指標 （23年度は病床数

を設定する予定）

総経費 千円 15,175 21,000 23,173 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 8,000 8,000 ―

　練馬区地域医療計画を
策定し、その計画に基づ
き病床確保に取り組む。

Ａ Ａ

①　平成21年度に設置した、病床確保・医療
機能拡充検討委員会からの報告を踏まえ、区
の地域医療の指針となる「練馬区地域医療計
画」の策定に向け、今後の計画の骨格となる
検討資料をまとめた。
②　検討委員会および部会の運営にあたって
は、医療コンサルタントへの業務委託を行い、
各種データ分析および専門的知識による助言
や支援を受け、効率的に検討を進めた。
③　区内病院の病床数（一般・療養）は、人口
10万人当たり、約275床（平成22年6月1日現
在）で、23区平均の約3分の1と極端に病床が
不足している。
④　病床確保に向け、具体的な方策の検討を
行い、施策の進むべき方向性を整理した。

地
域
医
療
課

Ａ4 ＡＢ
病床確保対
策事務①

練馬区の病床不足を解
消し、だれもが安心して
医療を受けられる体制
を整備するため

ＢＡ ＡＡ Ａ

経
費

経
費

者（機関）が一同に会し、協議できるため、意
見交換の場としての必要性は高い。
④平成23年3月11日発生の東日本大震災を
踏まえ、「医療救護所および後方医療機関の
見直し」などの課題について、更に検討が必
要である。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

担
当
課

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 地域における医療体制を確立する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果
指標

参加人数（23年度
は就業人数に変
更する予定）

人 80 50 50

総経費 千円 ― 1,881 1,880 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 1,600 1,600 ―

Ａ Ａ

①　参加者数が順調に伸びている。
②　参加者数5人当たりに対して、就業者数１
人という高い就職率となっている。
③　区内病院が慢性的な看護師不足となって
おり、夜勤等の勤務体制が組みづらいため、
患者受入に支障が生じている。
④　病院における看護職員不足は、病院の運
営に支障を来たすため、区民の受療環境を維
持・向上するために効果的である。

　医療機関等への呼び
かけや来場者向け周知
方法について、既に工夫
を行い、ブースおよび参
加者数が増加しているた
め、現状の良好な状態を
継続する。

Ｂ Ａ

地
域
医
療
課

Ａ Ａ5 Ａ

病床確保対
策事務（医
療従事者確
保支援）②

区内病院の看護師不足
を解消するため

Ａ

経
費

Ａ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

当年度卒業生が
地域福祉を担った
実人数

人 21 24 25

総経費 千円 24,273 23,362 25,591 ―

（上記のうち、人件費） 千円 16,000 16,000 16,000 ―

施策名： 地域福祉活動との協働を進める

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 ＡＢ

地域福祉パ
ワーアップ
カレッジ運
営事務

地域福祉を担う人材の
育成と育成した人材を
活かす仕組みづくりのた
め。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
経
営
課

経
費

Ａ

①高齢者見守り訪問員や民生委員・児童委員
協力員への就任など、卒業生が地域のさまざ
まな活動に取り組んでいる。
②カレッジの授業には、区内で活動している
団体による授業や現場を知るために区内の施
設見学を行っている。（区民との協働事業）
③少子高齢化、住民相互の関係の希薄化な
ど、地域の活力や支え合いの力が減退してい
る。その結果、地域の生活に根ざしたさまざま
な課題が生じている。このような状況の中で、
地域福祉の担い手となる人材の育成が必要
である。
④カレッジの認知度が少しずつ高くなり、区内
の福祉団体が人材育成のためにカレッジに人
材を派遣したり、カレッジ生を活用するなど相
互の連携が高まっている。より一層充実させ、
幅広い人材の育成が必要である。

Ａ
カリキュラムの充実をは
かる。

Ｂ Ａ

成果
指標

相談情報ひろば来
所者数

人 11,981 11,862 12,000 12,000

総経費 千円 12,404 15,167 26,680 ―

（上記のうち、人件費） 千円 1,600 2,400 2,400 ―

2 ＡＢ
地域福祉推
進事務（協
働の推進）

地域住民が地域福祉活
動を始めるきっかけづく
りを提供し、区民に地域
福祉に関する理解をす
すめるため

Ａ
経
営
課

Ａ Ａ

①相談情報ひろばについては、「練馬区長期
計画」で計画化されており、「第２期　地域福祉
計画」でも重点事業としている。２２年度にお
いて、週１日型のうち１箇所が常設型へ移行
し、常設型の設置数を計画的に増やすことが
できた。地域住民のご近所づきあい代わりに、
「ちょっと立ち寄れる場」として地域の方々に利
用されており、一人暮らし高齢者など、ひろば
を頼りにしている方がいる。
②地域福祉入門セミナーの開催および地域福
祉団体交流会の実施については、企画運営を
地域活動団体が担うことで、協働の推進が図
られた。また、団体間のネットワークが構築さ
れ、新たな地域福祉活動の基盤が作られた。
③地域福祉団体の活動内容を一般の区民に
広く知らせる機会のひとつや、新たな福祉資
源の発掘をするためにも、入門セミナーの開
催や、相談情報ひろばでの情報発信が必要と
なる。
④地域福祉活動の担い手となる人材や後継
者を育てるためにも、若年層や地域福祉にふ
れる機会の少ない人が参加するきっかけ作り
について検討する必要がある。

Ａ

経
費

区民の生活実態に即し
た事業実施ができるよ
う、区民との協働を主眼
において、検討を進めて
いく。

ＢＡ Ｂ Ａ Ａ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

施策名： 地域福祉活動との協働を進める

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

成果
指標

補助を受けた団体
数（非営利地域福
祉活動団体）

件数 28 29 30 30

総経費 千円 27,391 26,517 27,779 ―

（上記のうち、人件費） 千円 2,400 2,400 2,400 ―

3 Ａ
地域福祉推
進事務（補
助金交付）

地域住民の助け合いを
支援するため、非営利
で地域福祉活動を行う
団体に運営費の一部を
補助するため。

Ａ Ａ Ｂ Ａ
経
営
課

経
費

Ａ Ａ Ａ

①補助金の交付団体数は、目標（予算算定）
値に比べて少なかったが、継続して交付した
団体の安定運営が図られており、もって地域
福祉の向上に寄与していると考えられる。ま
た、新規交付団体が１団体あり、本事業の周
知が進んでいる。
②地域で非営利の福祉活動を行う民間団体
に対して経費の一部を助成することで、地域
福祉の振興を図ることができる。
③地域住民のつながりを強化する上で、必要
性が高く、また、有効な方策であると考えてい
る。
④地域住民相互の助け合いを基調とする取り
組みに対して運営費等の助成を行うことで、
「区民との協働」をめざすものである。

Ａ

引き続き、地域住民相互
の助け合いを基調とする
取り組みに対して運営費
等の助成を行うとともに、
広報等の支援を行うこと
で、地域福祉活動団体の
運営を助け、地域福祉の
向上に寄与する。

Ａ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

１人当たりの年間
活動日数

日数 112 108 120 120

総経費 千円 80,049 87,576 80,744 ―

（上記のうち、人件費） 千円 5,600 5,600 5,600 ―

①高齢、障害、児童福祉の各分野に限定せず
に、相談業務に従事する職員に向けた各種の
研修を行っており 職員の理解も進んでいる。

経
営
課

経
費

Ａ

①20地区の民生児童委員協議会において、き
め細やかな活動体制を確保できている。
②20地区の民生児童委員協議会の運営事務
を4総合福祉事務所が担っているため、地域
に根ざした効率的な対応ができている。
③高齢化による日常的な見守りや災害時要
援護者対策、子育て支援等、民生児童委員活
動の重要性がますます高まっている。
④民生・児童委員の果たすべき役割が高まっ
ていることから、その活動を支援する区の役
割も高まっている。

Ａ

①地区ごとの町会や老
人クラブ等との懇談会の
開催地区を増やし、民
生・児童委員業務の理解
をすすめ、地域の連携を
強める。
②区報での周知等の広
報活動や、その他各種イ
ベントでの参加を促進す
ることで、一層の民生・児
童委員活動の普及を行
う。

Ｂ

担
当
課

1 Ａ
民生委員・
児童委員事
務

地域住民の福祉の増進
のため

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 保健福祉の総合支援体制を確立する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果
指標

保健と福祉の共同
研修参加人数

人 101 32 450 450

総経費 千円 547 421 592 ―

（上記のうち、人件費） 千円 400 400 400 ―

研修を行っており、職員の理解も進んでいる。
平成22年度においては、精神保健分野や相
談援助技術に関する研究を予定していたが、
健康部や社会福祉協議会でも類似する内容
の研修を実施したこともあり、福祉部が主催す
る研修の実施は1回にとどまっている。このた
め、結果として受講者数は前年度に比べると
低下している。今後も、研修内容の充実を図
り、受講者数の増加に向けた努力を行うことと
する。
②東京都や民間機関が実施する研修と異な
り、参加費用や交通費も少なく、多くの職員が
参加することができる。研修は、区役所内の
会議室で行っており、参加に伴う職員や職場
の負担は比較的少ないものと考えている。
③区民の抱える課題が複雑化・多様化する中
で、保健と福祉の連携はますます重要となっ
ており、保健職場と福祉職場が共通認識を
もって対応する場面が増えている。今後、事
業本部内で連携した対応が必要となってくる
場面が多くなることが見込まれ、必要性は高
い。
④研修の実施により、ただちに保健と福祉の
連携が深まるわけではないが、研修の企画や
実施を通して、相互の理解につながった。共
同研修の実施により、保健と福祉職場の職員
双方の共通した目的意識が培われ、実務上に
おいて連携をスムーズにしている。

Ｂ
経
営
課

経
費

Ａ Ａ Ｃ Ａ Ａ Ｂ2 Ａ

地域福祉推
進事務（保
健・福祉・医
療の連携）

保健分野の職員と福祉
分野の職員が連携して
対応できるような体制を
つくるため

医療・教育分野を含め、
保健福祉の多様で困難
な事例に職員がすみや
かに対応できるようにす
るため、今後も引き続
き、研修テーマや内容に
ついての検討、意見交換
を行う。
研修テーマの選定や企
画の段階から、健康部や
社会福祉協議会その他
の関係組織とのコラボ
レーションを図り、研修内
容の充実と相互理解の
推進に取り組む。

Ｂ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

担
当
課

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 保健福祉の総合支援体制を確立する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果
指標

名簿の登録者数
（年度末現在）

人 27,128 29,029 30,000

Ｂ

今後とも、災害時要援護
者名簿の登録勧奨およ
びひとりぐらし高齢者等
実態調査等を通じて災害
時要援護者の把握に努
める。また、災害時に迅
速かつ的確な支援を実
施する仕組みづくり等に
ついて、個人情報の保護
に十分配慮しながら、関
係部署と連携して検討、

Ｂ Ａ Ｂ
経
営
課

Ａ Ａ Ａ

①名簿登録者数の目標値を３０，０００人と設
定したが、平成２２年度の実績は２９，０２９人
であり、達成率は９６．７６％であった。しかし、
前年度実績の１０７％と増加しており、良好な
成果であったといえる。
②毎年新たに該当者となった方に登録を勧奨
するとともに、区立施設窓口に登録票を設置
しており、必要性の高い方や希望する方を対
象として、効率的に名簿への登録を実施して
いる。また、登録勧奨の際には、住民基本台
帳ネットワークシステムと連動したシステムを
使用し、効率良く対象者の抽出を行っている。
③災害時要援護者については、災害時の対
応のみならず、平常時の備えという観点から
も地域での見守り体制が必要であり、その基
盤となる本事業は必要性が高い。
④平成１９年８月から開始した災害時要援護

3 Ａ

災害時要援
護者対策事
務(名簿作
成）

障害者・高齢者等災害
時に自力避難が困難な
方の登録名簿を整備す
るため

Ａ

総経費 千円 8,600 5,127 6,156 ―

（上記のうち、人件費） 千円 5,600 4,000 4,000 ―

成果
指標

練馬介護人材育
成・研修センターを
利用するために、
登録している区内
介護サービス事業
所の割合

％ 65.0 76.5 80.0 80.0

総経費 千円 20,817 22,349 24,541 ―

（上記のうち、人件費） 千円 4,000 4,000 4,000 ―

研修カリキュラムの見直
しを引き続き進めると共
に、「人材確保事業」につ
いて、介護サービス事業
所の事務負担を減らし、
より多くの事業所が参加
できるように、就職面接
会の実施方式を見直す。

Ａ Ａ

①練馬介護人材育成・研修センターへの区内
介護サービス事業所登録数が伸びている。
②「人材育成事業」、「人材確保事業」、「相談
支援事業」3事業とも参加人員数が増えてお
り、参加者一人当たりに要するコストが減って
いる。
③区内介護サービス事業所は、零細な事業
所が多く、練馬介護人材育成・研修センターに
よる、専門性を持った介護従事者の育成と人
材の確保の支援は必要性が高い。
④練馬介護人材育成・研修センターの運営費
を補助することにより、区内介護サービス事業
所に高い専門性を備えた介護職が増えること
になり、高齢者等が良質な介護を受けること
ができるようになる。

高
齢
社
会
対
策
課

Ｂ4 ＡＢ

介護人材育
成・研修セ
ンター支援
事務

練馬区社会福祉事業団
が設置する練馬介護人
材育成・研修センターの
運営費を補助することに
より、専門性を持った介
護従事者の育成と人材
確保を支援するため。

Ｂ

取組を進めていく。

Ａ ＡＡ Ａ

経
費

経
費

④平成１９年８月から開始した災害時要援護
者名簿の登録者数は毎年増加している。ま
た、従来より実施していたひとりぐらし高齢者
等実態調査における名簿登録同意者と関連
付け、関係機関へ情報提供を行うことにより、
見守り体制の構築をすすめている。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

担
当
課

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 保健福祉の総合支援体制を確立する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果
指標

（仮称）障害福祉
人材育成・研修セ
ンターの開設に向
けた調査・研究

調査・研究 調査・研究 運営

総経費 千円 ― 836 0 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 800 0 ―

Ａ Ａ

①着実に調査研究を進めている。
②事業者連絡会における議論を踏まえ、セン
ターのあり方必要性について検討することで、
効果的なセンター運営に生かすことができる。
③多様かつ個別性の高い障害ニーズに応え
られる事業者を育成するためには、センター
が必要である。
④24年度の開設に向けて、調査研究が順調
に進んでいる。

Ａ

24年度の（仮称）障害福
祉人材育成研修センター
の開設に向け、引き続き
調査研究を進める。

Ａ Ａ

障
害
者
サ
ー

ビ
ス
調
整
担
当
課

Ａ Ａ5 ＡＢ

（仮称）障害
福祉人材育
成・研修セ
ンター運営
事務

専門研修等を通して保
健福祉サービスを担う人
材を育成し、事業所にお
けるサービス提供の質
の向上を図るため

Ａ

経
費

Ａ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標 区長申立件数 件数 23 29 30 35 福

祉
部
経
営
課

Ａ

①認知症高齢者の増加等に伴い、成年後見
制度を利用する潜在的な需要は増えていると
思われる。成年後見制度に関する相談件数
や区長申立件数が、年々増加しており、今後
とも増加が見込まれる。
②手続きの煩雑さや後見人に対する報酬の
高さなど、制度を使う上で課題も多いが、申立
件数や相談件数の増加に伴い、事務手続き
が速やかに行われたり、利用者に適切な情報
提供ができるようになった。
③認知症高齢者等、権利を擁護する必要が
ある方が増加しており、成年後見制度の利用
を促進することが重要となっている。また、悪
徳商法の被害から守るためにも、成年後見制
度の一層の周知が必要である。
④福祉部経営課、総合福祉事務所、高齢者
相談センター、保健相談所および社会福祉協

Ａ

①練馬区の「成年後見制
度推進機関」である社会
福祉協議会権利擁護セ
ンターと協力して、制度
の普及、相談活動の充
実や、家族会等の地域
活動団体が実施する相
談会の支援に取り組む。
②報酬助成制度や社会
貢献型後見人の活用等
を通じて、成年後見制度
の利用支援を行う。
③社会貢献型後見人養
成事業における研修内
容の充実や、社会福祉

Ｂ

担
当
課

1 Ａ
権利擁護事
務

判断能力の低下した認
知症高齢者、知的障害
者、精神障害者等の権
利擁護を図るため

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 保健福祉サービスの利用を支援する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

総経費 千円 29,251 32,083 42,733 ―

（上記のうち、人件費） 千円 3,200 3,200 3,200 ―

成果
指標

相談および苦情受
付件数（業務内容
に鑑み、目標値は
設定していない）

件 195 188

総経費 千円 11,588 11,773 11,834 ―

（上記のうち、人件費） 千円 2,000 2,000 2,000 ―

①区長の附属機関である保健福祉サービス
苦情調整委員制度により、区民の苦情が中
立・公正な立場で適切に対応されている。
②相談や苦情の受付件数に対して、苦情の申
立に至るケースはそれほど多くはなく、一定の
成果があがっているものと考えられる。また、
制度の運営に要する経費も、毎年度大きな変
動もなく、総じて効率的な運営がなされている
と言える。
③福祉サービスの利用が、「行政による措置」
から「本人による契約」へと移行された中で、
保健福祉サービス（介護保険サービスを含
む。）に対する苦情や相談に適切に対応し、
サービス利用者の利益を保護し、その権利を
擁護する制度として必要性が高い。利用者の
苦情に中立・公正な立場で適切に対応する機
関であり、利用者の権利を擁護するために必
要不可欠な制度である。
④苦情調整委員制度の周知・普及に一層努
める必要はあるが、事業の実施にあたっては
上記のとおり適切になされている。

Ａ

福
祉
部
経
営
課

経
費

経
費

Ａ Ａ Ａ Ａ

相談センタ 、保健相談所および社会福祉協
議会に設置している権利擁護ｾﾝﾀｰ等関係機
関が連携して、成年後見制度の利用に係る相
談、支援、周知を行っており、引き続き推進し
ていく。また、職員向けの研修や、関係者連絡
会も開催しており、年々、成年後見制度に関
する職員の理解が高まっている。

Ａ Ａ

容 充実 、社会福祉
協議会の後見監督業務
についての充実および後
見人連絡会の開催等、
成年後見人の養成・支援
を進める。

2 Ａ

保健福祉
サービス苦
情調整委員
事務

福祉サービスの利用に
関する苦情や相談に対
応し、利用者の権利や
利益を擁護し、苦情の解
決を通して区や民間事
業者の提供するサービ
スの質の向上を図るた
め

①この制度により、保健
福祉サービス利用者の
権利・利益が擁護でき、
また、区や民間事業者が
提供するサービスが向上
することをめざして、制度
の周知・普及に努める。

Ｂ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

担
当
課

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 保健福祉サービスの利用を支援する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果
指標

第三者評価の実
施を義務付けられ
た事業者の申請に
対して補助を実施
した件数（平成23
年度からは、「第
三者評価の実施を
義務付けられた事
業者が、評価結果
を公表した件数」
に変更する。）

％ 100 100 100 100

Ａ Ａ

①認知症対応型共同生活介護事業者および
小規模多機能型居宅介護事業者について
は、福祉サービス第三者評価受審費用助成
の対象となっている全ての事業者が福祉サー
ビス第三者評価を受審している。
②受審費用助成額の全額が東京都の補助金
の対象であり、従事職員数も必要 小限でま
かなわれている。
③受審費用を助成することにより、事業者の
福祉サービス第三者評価受審の促進となって
いる。また、認知症対応型共同生活介護事業
者および小規模多機能型居宅介護事業者に
おいては、運営上福祉サービス第三者評価の
受審が義務付けられており、それを助成する
ことで区内事業者の維持・確保にもつながって
いる。
④対象事業者への助成を通して、福祉サービ
ス第三者評価受審の周知や促進が図られる

Ｂ

第三者評価受審の結果
を受けて、事業者が改善
に取り組めるよう、改善
取組のための費用を含
めた助成を行うなど、区
としての支援体制を検
討・整備する。

Ａ Ａ Ａ

介
護
保
険
課
 
・
障
害
者
サ
ー

ビ
ス
調
整

Ａ3 Ａ

福祉サービ
ス第三者評
価受審支援
事務

　事業者の質の向上や
情報開示を促進するた
め、都認証評価機関に
よる第三者評価を受審
する際の費用を助成す
る。

Ａ

総経費 千円 8,922 10,058 20,300 ―

（上記のうち、人件費） 千円 800 800 800 ―

ス第三者評価受審の周知や促進が図られる。
また、東京都からの補助金を財源として行わ
れることにより、区としての負担を 小限に抑
えながら事業者の受審漏れの予防、質の向
上、情報公開の促進等に資すことができる。

整
担
当
課

経
費
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

区民活動支援助
成件数

件数 18 19 15

施策名： 福祉のまちづくりの考え方を広める

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 ＡＣ

福祉のまち
づくり推進
事務（普及・
啓発活動）

年齢や性別、身体能力
に関わらず、だれもが住
み慣れた地域で安心し
て生活でき、社会参加
が可能な福祉のまちづ
くりの考え方を広めるた
め

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ
経
営
課

Ａ

①福祉のまちづくりパートナーシップ区民活動
支援事業は、順調に申込件数の増加が見ら
れ、事業が浸透し、区民との協働での福祉の
まちづくり活動が実施できている。
②区の支援（財政的、人的支援）だけではな
く、区民の創意工夫が発揮され、既存の取組
ではなく、区民との協働での事業展開ができる
ことで、きめ細やかな支援が実施できる。
③区民の発意による事業実施を支援すること
で、地域の要望や課題解決のための手法を区
民と協働で実践できている。合わせて、地域の
実情に合わせて、柔軟な事業実施が可能とな
り、事業の必要性は高い。また、福祉のまちづ
くり活動を推進することで、誰もが住みやすい
まちづくりの推進が図られ、ずっと住みたいや
さしいまちの実現につながる。
④福祉のまちづくりは、多様な区民が地域社

Ｂ

福祉のまちづくりパート
ナーシップ区民活動支援
事業の継続発展的な支
援を行うとともに、福祉
のまちづくり200人モニ
ターを計画の改定に伴
い、名称変更し、「福祉
のまちづくりサポーター」
とし、福祉のまちづくり活
動を区民自らが福祉の
まちづくり活動に参加す
るように支援する。また、
福祉のまちづくり活動の
より一層の推進を図るた
め 「ユニバ サルデザ

Ｂ Ａ

総経費 千円 45,849 37,463 39,834 ―

（上記のうち、人件費） 千円 12,800 12,800 12,800 ―

経
費

会で生活し、誰も安心して住み続けられること
を目指している。その意味で、区民の発意によ
る活動を支援し、区民と区の協働での福祉の
まちづくり活動を推進することで、生活に密着
した形での事業実施ができている。

め、「ユニバーサルデザ
イン推進ひろば」と連携
しながら事業の実施を行
う。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

アクティブシニア支
援室の紹介による
就職者数
※23年度以降は、
成果目標は、求職
者数×７％が就職
できる状態とする

人 207 163

総経費 千円 21,823 22,021 22,832 ―

（上記のうち、人件費） 千円 4,000 4,000 4,000 ―

①高齢者人口の増加は著しい。しかし、全国
的に老人クラブ会員数は 減少傾向が続いて

高
齢
社
会
対
策
課

Ｂ ＡＢ

経
費

Ｃ

協
　
働

事務
事業
番号

Ａ Ａ Ｂ

アクティブシニア支援室
の認知度を高めるために
シニアナビねりまの活用
を含めた周知方法の更
なる充実を目指す。

Ｂ

①不況により求人件数が減っているため、就
職者数も少なかった。
②アクティブシニア支援室（練馬区シルバー人
材センターの自主事業）への補助金
　交付により、区が単独で実施するよりも効率
良く事業を進めることができる。
③65歳以上のうち8割を超える方が介護保険
の介護認定を受けていない元気な
　高齢者である。元気な高齢者にその知識と
経験を活かした経済社会の担い手
　として活躍できる就業機会の創出など多様
な社会参加を支援する必要がある。
④アクティブシニア支援室の認知度は年々高
まっているが、景気に左右されやすく、
　区内の求人企業開拓数は減少傾向にある。

前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 高齢者の多様な社会参加を促進する

担
当
課

1 Ａ
高齢者就
業・社会参
加支援事務

高齢者の生きがいの充
実や自立を支援するた
め、就業意欲や体力等
に応じた多様な社会参
加の機会を支援・提供
するため。

Ａ

事
業
の
方
向
性

実
施
体
制

評　価選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

事
業
区
分

成果指標   ・　経費　 単位

成果
指標 老人クラブ会員数 人 12,131 11,726 16,000 15,000

総経費 千円 63,983 63,710 64,769 ―

（上記のうち、人件費） 千円 12,000 12,000 12,000 ―

的に老人クラブ会員数は、減少傾向が続いて
いるなか、微減に止まっている。
②単位老人クラブへ助成を行うことは、個々の
高齢者への助成より効率的に支援を行うこと
ができる。
③老人クラブは、高齢者の生きがい、健康づく
りや社会参加を身近な地域で促進する団体と
して貢献しており、今後も支援する必要性は
高い。
④練馬区老人クラブ連合会の活発な運営のも
と、各老人クラブの活動は、多岐にわたってい
る。多様な社会参加の促進、高齢者の力を地
域で活かす環境づくりを行う団体として、引 き
続き、自主的な活動を支援していく。

Ｂ

引続き、高齢者の社会参
加活動を進める観点か
ら、老人クラブの自主的
な活動を支援していくとと
もに、高齢者向けホーム
ページ「シニアナビねり
ま」を活用した周知活動
を展開する。

ＡＢＡＡ Ａ Ｃ Ａ Ａ

高
齢
社
会
対
策
課

2 Ａ

高齢者各種
助成事務
（老人クラ
ブ）

高齢者が地域社会に積
極的に参加・貢献し、生
き生きとして健康な生活
を送るための団体であ
る、老人クラブや練馬区
老人クラブ連合会の自
主的な活動を支援する
ため。

経
費
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

協
　
働

事務
事業
番号

前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 高齢者の多様な社会参加を促進する

担
当
課

事
業
の
方
向
性

実
施
体
制

評　価選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

事
業
区
分

成果指標   ・　経費　 単位

成果
指標

申込み件数（交付
件数）

件数 67,818 70,498 75,000

総経費 千円 195,347 197,721 223,000 ―

高
齢
社
会
対
策
課

当事業は「第4期高齢者
保健福祉・介護保険事業
計画」において平成23年
度までの計画事業として
位置づけられている。平
成23年度は、これまでの
事業検証を行い、24年度
以降の存続、あり方やメ
ニュー等について検討す
る。

①平成22年度の目標値は申込み件数（交付
件数）として、75,000件を設定した。22年度実
績は70,498件であるが、平成21年度の申込み
件数67,818件に比べて約2,700件増加してい
る。
②申込み件数の増加とともに総経費が増加す
る中で、業務委託により人件費等のコスト増
加を抑えている。また、平成20年度以降、東京
都後期高齢者医療広域連合から、長寿健康
増進事業補助金の交付を受け、財源の確保
に努めている。
③一般高齢者施策として、主に元気高齢者を
対象とする本事業は必要性が高い。
④平成２２年度は成果指標の申込み件数（交
付件数）で目標を達成できなかったが、申込
み件数は増加を続けており、いきいき健康券
の利用率も80%以上を維持している。平成22
年8月に行ったアンケートでも7割以上の方が

ＡＡ ＢＡＢ3 Ａ
高齢者いき
いき健康事
業事務

高齢者の外出の機会を
増やすことにより、いき
いきと社会参加できるよ
うに支援を図るため。

経
費

Ａ Ｂ Ａ

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 8,000 8,000 ―

成果
指標 利用者数 人 152,552 147,362 147,000

総経費 千円 122,297 115,013 130,095 ―

（上記のうち、人件費） 千円 2,000 2,000 2,000 ―

①　述べ利用者数は平成17年度以降増加の
傾向にあり、達成率が１００％を超えている。
②　高齢者センターは、高齢者の多様な社会
参加を支援する事業を実施し、安定した利用
実績を維持しており、効率的に運営されてい
る。
③　団塊の世代が定年退職時期を迎え、高齢
者の健康増進、趣味と教養の場を提供する必
要性はますます高まっている。また、高齢者セ
ンターは介護予防拠点と位置付けており、そ
の果たす役割は大きいものとなっている。
④　施設運営は利用者サービス向上を目的と
した事業展開が図られている。情報発信や介
護予防のための筋力向上トレーニング実施な
ど、新たな事業が展開され、３高齢者センター
の合同事業等も実施されている。

Ａ

年8月に行ったアンケ トでも7割以上の方が
満足と回答している。

指定管理者による管理
運営を継続する。
光が丘高齢者センターに
おいて、外部評価機関に
よる第三者評価の受審
を試行する。

Ｂ

高
齢
社
会
対
策
課

4 Ａ
高齢者セン
ター運営事
務

高齢者の健康の増進、
趣味と教養の場を提供
し、福祉の向上を図るた
め。

Ａ ＡＡ Ｃ

経
費

Ａ Ａ

費
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標 延利用者数 人 226 300

総経費 千円 ― 986 1,800 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 800 800 ―

高
齢
社
会
対
策
課

ＢＣ

経
費

Ａ

協
　
働

事務
事業
番号

Ａ Ａ

①シルバー人材センター
の既存サービスの家事
援助サービスとの兼ね合
いから、サービスメニュー
および利用回数について
検討が必要である。
②事業従事者への研修
を検討、実施していく。

Ａ

①平成22年度から開始した事業であり、高齢
者お困りごと支援事業従事者（シルバーサ
ポーター）の支援体制の確立と事業の周知に
努め、初年度としては事業効果が認められ
た。
②利用者も一部経費を負担しており、また、シ
ルバー人材センターへの委託により人件費も
抑えられていることから、効率的な事業運営と
なっている。
③元気な高齢者が特定高齢者を支え合う事
業であり、これからの地域社会においては必
要性が高い。
④新規事業でもあり、数としては多くはない
が、高齢者お困りごと支援事業従事者（シル
バーサポーター）懇談会で改善策の検討を行
なうなど良好に進んでいる。

前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 特定高齢者等を支援する

担
当
課

1 ＡＣ

高齢者生活
支援事業
（お困りごと
支援）

ひとりぐらし高齢者など
が、安心した生活を送る
ことができるよう支援す
るとともに、元気高齢者
の地域貢献活動を推進
するため。

Ａ

事
業
の
方
向
性

実
施
体
制

評　価選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

事
業
区
分

成果指標   ・　経費　 単位

成果
指標

第4期練馬区保健
福祉計画・介護保
険事業計画目標
値に対する自立支
援用具給付件数

件 2,026 1,872 2,200

総経費 千円 108,807 105,301 111,308 ―

（上記のうち、人件費） 千円 14,400 14,400 16,000 ―

成果
指標

生活機能評価の
受診率（受診者数
／対象者数）

％ 51.3 51.7 50.0 50.0

総経費 千円 335,741 348,667 390,619 ―

（上記のうち、人件費） 千円 800 800 800 ―

高
齢
社
会
対
策
課

平成22年8月に国の地域
支援事業実施要綱が改
正され、介護予防事業の
対象者把握に医師の診
断が必須ではなくなっ
た。この改正にともない、
平成24年度以降、健診
によらない対象者把握体
制を杜整え、対象高齢者
の把握率の向上に努る。

①対象者に対する受診率は、目標に達し
ている。
②特定健診や後期高齢者健診等と同時
に受診することにより、受診案内や受診券
の送付事務等の効率化が図れている。
③特定高齢者（二次予防事業対象者）の
把握については、介護保険法の法定業務
である。
④受診率は国が目標とする数値に達して
おり、事業は概ね良好にすすんでいる。

ＣＡ ＣＡＣ3 Ａ

介護予防事
業（特定高
齢者把握）
【介護保険
会計】

介護保険法に基づく、特
定高齢者（二次予防事
業対象者）を把握し、支
援するため。

経
費

Ａ

①自立支援用具給付件数は、申請件数の低
下により目標値の80％台となったため。
②対象者に真に自立支援に必要な用具等を
給付することにより、結果として介護費用の削
減につながり効率化が図られている。
③高齢者人口の増加や生活状況等を勘案し、
自立支援に必要な用具等を適時、適切に給
付する必要があり、今後とも必要性は高い。
④住宅改修給付やホームヘルプサービスに
ついては増加しているが、自立支援用具給付
件数は、前年度比減により目標値を下回った
ため。

Ａ

今後も高齢者の増加か
ら自立生活支援の必要
な方々が増加することを
踏まえ、高齢者相談セン
ター等関係機関と連携し
て給付対象者の把握を
図り、各種自立支援給付
が必要な対象者に適切
な給付が行われるよう努
めるとともに介護予防給
付としてのＰＲも行ってい
く。

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ

高
齢
社
会
対
策
課
・
介
護
保
険
課

2 Ａ
高齢者生活
支援事務
（自立支援）

高齢者が、健康で自立
した生活を送ることがで
きるよう支援するため。

経
費
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

協
　
働

事務
事業
番号

前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 特定高齢者等を支援する

担
当
課

事
業
の
方
向
性

実
施
体
制

評　価選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

事
業
区
分

成果指標   ・　経費　 単位

成果
指標

参加人数（目標値
は計画定員の
80％）23年度から
は長期計画におけ
る指標「特定高齢
者介護予防事業
参加者数」に変更
する。

人 534 529 775 960

総経費 千円 76,353 75,176 80,319 ―

（上記のうち、人件費） 千円 25,600 24,000 24,000 ―

①第4期介護保険事業計画に基づき、75名分
の定員を増加したが、参加者数は前年並みで
あったため。
②定員充足率が低く、期待するほど参加者一
人当たりの経費を圧縮することはできなかっ
た。
③地域支援事業となるため、区の責任におい
て実施する必要がある。高齢化率の上昇に伴
い、要介護状態への移行の予防、要介護状態
の改善・重度化予防をする取り組みが急務と
なっている。
④参加者数においては目標値を達成していな
いため。

Ａ

平成22年8月の国の地域
支援事業要綱の改正を
踏まえ、練馬区の第5期
介護保険事業計画を策
定する中で、特定高齢者
（二次予防事業対象者）
の把握方法から事業参
加までのシステム、及び
参加率の向上を目指した
事業について検討してい
く。

Ａ

高
齢
社
会
対
策
課

4 Ａ

介護予防事
業事務（特
定高齢者事
業）【介護保
険会計】

特定高齢者(二次予防
事業対象者）を対象に、
運動器の機能向上・栄
養改善・口腔機能向上
の支援、また、心身等の
状況により保健師等の
訪問による支援を行い、
介護予防を図るため。

Ｂ ＢＡ Ｂ

経
費

Ｂ Ｂ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

要支援・要介護認定
を受けた人のうち介
護サービスを利用し
た人の比率（年度平
均）※　４月から２月
の１１か月分

％ 82.9 83.1 84.0 84.0

総経費 千円 933,398 976,572 980,534 ―

（上記のうち、人件費） 千円 503,840 502,240 509,440 ―

サポーターの受入
施設数※ 平成23

施策名： 要支援・要介護高齢者を支援する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 Ａ
介護保険事
務（保険制
度運営）

介護保険事業を円滑に
実施する。

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ

介
護
保
険
課

経
費

Ａ

①　サービスの利用率は上昇傾向にあ
り、制度の普及が進んでいる。
②　事務処理のＯＡ化も進んでおり、迅速
な事務処理となっている。
③　高齢者人口が増加しており、介護の
必要性は高まっている。
④　大きな問題も無く、サービスができて
いる。

Ｂ

①パンフレット、ホーム
ページ等の改善
②電算システムの活用
による事務の効率化
③要介護認定に必要な
書類の早期回収
④効果的な事業者指導
の検討

①新規のサポーターを養成でき、モデル
事業で先行して受入を行っていた２施設
以外の区内複数施設へのサポーター紹
介を行うことができた。
②モデル事業で行っていた「養成した施設

み受入をする よりも 複数施設

成果
指標

施設数※　平成23
年度からは、事業
の広がりを計測す
るため、指標を、
単年度の受入施
設数ではなく、基
準日時点での全受
入施設数とする。

施設 2 15 20 30

総経費 千円 3,666 3,862 5,388 ―

（上記のうち、人件費） 千円 640 640 640 ―

介
護
保
険
課

Ａ Ａ

でのみ受入をする」よりも、複数施設への
受入調整に重点をおいたため、サポー
ターを紹介する施設数を増やすことができ
た。
③介護施設では、資格を持った介護職員
以外でもできる雑務が多くあるが、人手不
足である。これらの作業を担うサポーター
の必要性は高い。22年度は募集人数より
も応募者が多数だったたこと、受入を希望
する施設すべてにサポーターを紹介でき
ていないことを含めて、介護施設側もボラ
ンティアを希望する区民側にも需要が高
い。
④継続的で持続可能な形に経費面も見直
し、受入施設も増えているため良好に進
んでいる。

Ａ2 Ａ

高齢者福祉
事業事務
（施設介護
サポー
ター）

地域で高齢者を支える
ことを目標とし、地域住
民の社会参加および介
護施設の活性化を促進
するため。

・受入希望施設数と実際
の受入施設数が増加す
るようより一層周知に取
り組む。
・受入を希望する施設
へ、受入側の体制作りが
できるような情報提供等
サポートに取り組む。

ＢＡ Ｂ Ａ Ａ

経
費
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

施策名： 要支援・要介護高齢者を支援する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

成果
指標

各種サービスの利
用者数※目標値を
決めて利用者の増
加を図ることは、事
業の性格上なじまな
いため、22年度以降
の目標値は未記入
とする。

人 22,166 25,147

総経費 千円 102,839 88,142 97,891 ―

（上記のうち、人件費） 千円 23,040 23,040 23,040 ―

Ａ Ｂ Ａ Ａ3 Ａ

高齢者生活
支援事務
（要介護者
への生活支
援）

　外出困難な高齢者の
生活上の利便を図ること
により、高齢者の福祉の
向上を図る

経
費

委託可能な部分はすべ
て委託した。

Ｂ

福
祉
事
務
所

Ａ Ａ

①利用者は全体として着実に伸び、事業
の成果は上がっている。
②要介護の高齢者が、自宅でサービスを
受けられたり、自宅に品物を回収に来た
り、自宅からの外出のサポートをするな
ど、効率的な事業を行っている。
③外出困難な要介護の高齢者にとって、
自宅まで来てくれるサービスの必要性は
高い。
④要介護の高齢者へのサービスとして、
成果は着実に上がっており、効率性や必
要性も高く、総合的に見て、事業は良好に
進んでいる。

Ａ

①相談日時を毎月区報にて周知し、事前

成果
指標

認知症専門医によ
る相談の相談件数

件 68 69 72

総経費 千円 2,263 2,103 2,103 ―

（上記のうち、人件費） 千円 1,600 1,440 1,440 ―

①
に予約を受け付け、相談を実施した。相談
件数は、定員の９５％であるが、長時間を
要する相談には、相談枠を調整して対応
した。
②専門医による相談を行うことで、医療機
関への受診や介護保険の申請・サービス
の導入などにつなげることができた。
③認知症の早期発見・早期対応を推進し
ていくためには、相談から支援まで一体的
に受けられる機能が必要であり、現時点
では区が担っていく必要性がある。
④相談者が本人、家族だけでなく、関係
者にも広がり、関係機関との連携が図れ
た。その結果、困難事例にも対応すること
ができた。

ＡＡ Ａ Ａ Ａ

経
費

4 Ａ

介護予防事
業（認知症
専門相談）
【介護保険
会計】

相談から支援を担う高
齢者相談センターで専
門医による認知症の相
談を実施することによ
り、認知症の早期発見、
早期治療や適切な対応
を図るため。

相談から支援までを一体
的に提供するため、相談
後の経過について把握
し、関係者で協議する。

Ｂ

高
齢
社
会
対
策
課

Ａ Ａ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

施策名： 要支援・要介護高齢者を支援する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

成果
指標

総相談件数におけ
る支所での相談件
数の割合

％ 56.3 58.9 59.0 60.0

5 ＡＢ

地域包括支
援センター
維持運営事
務【介護保
険会計】

高齢者が可能な限り、
地域において自立した
日常生活を営むことが
できるよう支援し、地域
住民の心身の健康の保
持および生活の安定の
ために必要な援助を行
うことにより、その保健
医療の向上および福祉
の増進を包括的に支援

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

①地域包括支援センター支所での相談受
付件数は、確実に増加してきており、区民
の生活圏域ごとの相談受付体制が理解さ
れつつあり、また、「高齢者相談センター」
の呼称が定着しつつあり認知度が上がっ
てきている。
②限られた本所（区）の職員だけでなく、
各支所職員による受け付け体制も並立し
ていることで、より多くの相談を受けること
ができる。本所と支所で連携して、地域の
高齢者の支援に当たることができる。
③法により市区町村等に設置が義務とさ
れたものであり、区民の生活圏域におけ
る身近な相談窓口として、地域包括支援
センター本所・支所が果たす役割は、大き
い。

Ａ

より効率的な相談体制の
確立を目指して、高齢者
相談センター本所と支所
の役割分担を明確にす
る。

Ｂ

高
齢
社
会
対
策
課

総経費 千円 ― 587,246 639,814 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 176,000 176,000 ―

の増進を包括的に支援
するため。

経
費

い。
④地域包括支援センターの本所と支所の
相談受付件数を見るかぎり、支所への相
談件数が増加しており、地域における支
所の認知度も上がってきている。また、高
齢者虐待や権利擁護などに関する困難事
例などは、本所と支所が連携して相談や
支援にあたる場合も増えており、一体と
なってその役割を果たしつつある。



243 】

〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

施策名： 要支援・要介護高齢者を支援する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

成果
指標

家族介護者教室
の開催回数（平成
23年度より、介護
家族パートナーの
登録者累計数に
変更。単位は「人」
となる。）

回 118 116 53

総経費 千円 16,737 14,409 14,394 ―

（上記のうち、人件費） 千円 11,200 8,800 8,800 ―

Ａ

高
齢
社
会
対
策
課

Ｂ6 Ａ

地域支援任
意事業事務
（要介護者
家族への支
援）【介護保
険会計】

介護家族の被保険者で
ある要介護者を居宅に
おいて介護している家族
等に対して、様々なサー
ビスを提供することによ
り、家族等の身体的、精
神的、経済的負担の軽
減を図るため。

Ａ Ｂ

経
費

Ｂ Ａ Ｂ

①平成23年3月11日の地震の影響もあ
り、昨年度に比して開催回数が減少した。
地震がなかった場合でも、目標とする開
催件数には到達しなかった可能性が高
い。
②開催場所が区内の複数の施設のた
め、区民が身近な地域での参加が可能で
あり、複数の教室を同時期に開催すること
ができる。
③要介護高齢者の在宅介護にあたる家
族は多いが、そのほとんどが専門的・一
般的な介護知識や福祉情報を持たないま
ま介護にあたっており、知識と技術の習得
の必要性は高い。
④当初想定していた成果を達成すること
ができず、良好に進んでいるとは言えな
い

平成23年度は認知症に
関わる家族支援を重点
的に展開することとし、認
知症介護家族パートナー
を育成して、認知症高齢
者介護家族支援を充実
する。

Ｂ Ａ

, , , い。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

セミナー参加者数
(1回あたりの予定
参加者数15名×
開催回数)

人 108 46

総経費 千円 6,700 6,700 ― ―

（上記のうち、人件費） 千円 4,000 4,000 ― ―

施策名： 高齢者の生活基盤づくりを支援する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 Ａ
介護保険事
務（施設整
備）

定期借地権制度による
民有地の活用を図ること
で、地域密着型サービス
拠点および特別養護老
人ホーム、介護老人保
健施設等の整備を促進
するため。

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｅ

高
齢
社
会
対
策
課

経
費

Ａ

①セミナーには、予定した参加者数を超えた
参加があった。
②セミナーの実施事業者は、前年同様にプロ
ポーザルにより選定を行ったため効率的に運
営されている。
③④２年にわたるセミナーへ多くの地権者等
が参加し、施設整備計画が大幅に増えた。特
に特別養護老人ホームは長期計画の整備数
に迫る数を確保した。ただし、平成２２年度の
参加者数を考えるとセミナー形式の必要性は
薄いため、事業者や地権者の相談希望に応じ
た個別相談に切り替える。

Ａ

会場を用いた説明会形
式は、参加者が見込めな
いため実施しない。平成
2３年度は、事業者や地
権者の個別の事情を配
慮し、個別相談を実施す
る。

①高齢化が進む中、単身高齢者が増加し、そ
れに伴い被措置者も増加傾向にあるが待機 精神上、環境上および

成果
指標 入所待機者数 件数 22 20 減少

総経費 千円 368,961 361,369 379,346 ―

（上記のうち、人件費） 千円 9,600 9,600 9,600 ―

成果
指標 誘致事業所 ％ 1.0

総経費 千円 ― 595 ― ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 400 ― ―

Ｂ

総
合
福
祉
事
務
所

Ａ Ｂ

れに伴い被措置者も増加傾向にあるが待機
者数は減少した。
②入所措置者１人あたりの費用は減少してい
るが、財政的な経費は厳しい状況にある。
③虐待、立ち退き、虚弱化等、それぞれの
個々の理由により、在宅で生活できない者へ
の生活の場の提供となっており、必要性は高
い。
④高齢者の所得格差は拡大している中、今
後、所得が低く在宅困難な高齢者数の増加も
見込まれる。養護老人ホームは被虐待者等
の受け皿の一つとして期待されつつも、受け
入れ施設の確保が難しい現状にある。

Ｂ2 Ａ
高齢者施設
措置事務

身体上、環境上及び経
済的理由により、居宅で
の生活が困難な高齢者
に対し、必要な養護(施
設入所等)を受けさせ、
その福祉の増進を図る
ため

精神上、環境上および
経済的理由により、居宅
での生活が困難な高齢
者が一定数いると予想さ
れる。養護老人ホームと
の情報共有化や状況等
把握をした上で連携を図
り、軽度の要介護者も含
めた養護に欠ける高齢
者を養護老人ホームへ
入所措置していく。

ＢＡ Ａ Ａ Ｂ

Ａ Ｂ Ａ Ａ

経
費

3 ＡＣ

高齢者各種
助成事務
（公有地活
用型施設整
備）

増加する特別養護老人
ホームの入所待機者の
解消に向けて、区有地
の活用を検討し、施設整
備の推進を図る。

経
費

　公有地を利用した施設
整備は、事業者の負担
が軽減されるため、整備
を進めるための対策とし
て、有効である。今後も、
施設整備に必要な情報
を収集し対応していく。

Ｆ

高
齢
社
会
対
策
課

Ａ Ａ

①公有地を利用した整備のため、公募を行
い、６件の事業者から希望があった。プロポー
ザルを実施し、優良な事業者を選定すること
ができた。
②比較的安価な予算で、中規模の特別養護
老人ホームを誘致することができた。
③④今回の誘致により、特別養護老人ホ－ム
として５８名・ショートステイとして６名・デイ
サービスセンターとして３４名分の整備数を確
保することができ、区の福祉施設整備計画の
推進に貢献した。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

施策名： 高齢者の生活基盤づくりを支援する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

成果
指標

区立デイサービス
センターの稼働率

％ 85.4 86.2 85.0

総経費 千円 99,091 75,865 79,752 ―

（上記のうち、人件費） 千円 1,600 1,600 1,600 ―

Ａ Ａ

①　現在の指定管理者は、指定管理者制を導
入する前の委託法人と同一であり、指定管理
者制の導入時に混乱はなく、適切に運営され
ている。稼働率も目標を100％達成している。
②　利用料金制による運営を行っており、区が
運営費を補助することなく、自立した施設経営
が行われている。
③　多様化する住民ニーズに、より効果的、効
率的に対応するため、公の施設の管理に民間
の能力を活用しつつ、住民サービスの向上を
図る区立デイサービスセンターが必要であ
る。
④　特養併設デイについては、委託化民営化
計画において、民営化を検討すべき施設であ
るとされており、平成23年度に民設民営方式
へ移行した。

ＡＡ Ｃ Ａ Ａ

経
費

4 Ａ

デイサービ
スセンター
維持運営事
務

介護保険法に定める介
護サービスを提供するこ
とにより、介護を必要と
する高齢者等の福祉の
増進を図るため。

震災時の福祉避難所お
よび第二次福祉避難所
としての協定の見直しを
検討する。

Ｂ

高
齢
社
会
対
策
課

, , ,

成果
指標

区立特別養護老
人ホームの稼動率

％ 84.0 90.8 95.0 95.0

総経費 千円 547,754 163,923 44,500 ―

（上記のうち、人件費） 千円 2,800 2,800 800 ―

5 Ａ
特別養護老
人ホーム維
持運営事務

介護保険法に定める介
護サービスを提供するこ
とにより、介護を必要と
する高齢者等の福祉の
増進を図るため。

Ａ

経
費

Ｃ Ａ Ａ Ａ Ａ

①　成果指標の達成率が下がった原因は、田
柄特別養護老人ホーム大規模改修の改修工
事区画確保のために４か所の施設で入所を制
限し、ベッド（空室）を空けたことによるもので
あり、本来の運営上の問題で生じたものでは
ない。
②　利用料金制による運営を行っており、区が
運営費を補助することなく、自立した施設運営
が行われている。
③④　｢区立施設委託化・民営化実施計画」に
基づき、民間にできることは民間に委ねること
とし、安定的な介護サービスの提供や利用料
金制による施設運営が可能と検証されたた
め、平成２３年度から施設を民営化した。

Ａ

施設修繕について、区民
等から要望を受けた場
合、事業者である練馬区
社会福祉事業団に伝え
ていく。

Ｃ

高
齢
社
会
対
策
課
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

ひとりぐらし高齢者
等実態把握人数
（累計）

人 21,827 22,699 24,000

総経費 千円 12,189 4,785 5,716 ―

（上記のうち、人件費） 千円 5,600 4,000 4,000 ―

①民間緊急通報システムの新規利用は増加

経
営
課

経
費

Ａ

①実態把握人数の目標値を２４，０００人と設
定したが、平成２２年度の実績は２２，６９９人
であり、達成率は９４．６％だった。
②地域を熟知している民生・児童委員に調査
を依頼することで、効率良く実施している。ま
た、毎年新たに対象となった方に調査を行い、
効率的に実施している。
③地域における見守り体制を構築するため
に、本事業は必要である。
④平成21年度より本事業を毎年継続して実施
していること、災害時要援護者名簿登録制度
と関連付けて実施していることによって、地域
における見守り体制の構築をすすめている。

Ｂ

実態調査を継続すること
で、ひとりぐらし高齢者等
実態および高齢者のみ
の世帯の実態把握に努
める。また、関係部署と
の連携を行い、見守り体
制を構築していく。

Ｂ Ａ

①緊急通報システム等

担
当
課

1 Ａ

災害時要援
護者対策事
務（ひとりぐ
らし高齢者
調査）

地域における見守りと福
祉サービスの案内に活
用するため。

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 地域で高齢者を支える

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果
指標

第4期練馬区高齢
者保健福祉計画・
介護保険計画の
目標値に対する緊
急通報システム事
業の利用者数

人 340 349 500

総経費 千円 21,074 21,953 22,065 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 8,000 8,000 ―

①民間緊急通報システムの新規利用は増加
しているが、利用者の死亡や区外転出などの
廃止もあり、目標の80％は達成したものの目
標値には及ばなかった。
②現在利用を進めている民間緊急通報システ
ムは、消防庁型緊急通報システムと比較して
協力員を必要とせず、また必要に応じて健康
相談も行うなど、日常的に利用しやすい環境
が整えられており、スムーズなサービス提供
につながっている。また、民間緊急通報システ
ムは、委託料に日常的な機器のメンテナンス
も含まれており、定期的に保守点検を行う必
要がなく効率的である。
③ひとりぐらし高齢者等の増加に伴い、慢性
疾患を抱え病状の急変から常時見守る必要
のある高齢者が増加することから、今後とも必
要性は高い。
④緊急通報システムの利用者は増加傾向に
あるが、ＰＲ不足もあり、目標値を達成できな
かった。

Ｂ

高
齢
社
会
対
策
課

経
費

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ2 Ａ

高齢者生活
支援事務
（緊急時の
環境整備）

ひとりぐらし高齢者等
が、家庭内で病気の急
変あるいは火災などの
緊急事態に陥った際、
必要な住環境設備を整
えることにより、発信・発
報によって事態を把握
し、高齢者の迅速な救
命活動や消火活動につ
なげるため。

①緊急通報システム等
対象者へのＰＲを行い利
用者の拡大を図るととも
に、第５期高齢者福祉計
画の策定に向けて、今後
の緊急通報システムの
あり方について検討す
る。
②緊急通報システムにつ
いては、消防庁型と民間
型が並存しているが、消
防庁型については、今
後、受信体制の変更に
伴う新型機器への変更
が必要となっており、機
器の変更時または協力
員の変更等の際に民間
型への移行を勧める。

Ａ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

担
当
課

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 地域で高齢者を支える

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果
指標

ネットワーク構築
のための会議開催
数
(支所数)×６回

回 152 118 132 150

総経費 千円 25 120 25 120 25 121 ―

Ｂ

高齢者相談センター(支
所)の地域への浸透を図
るとともに、見守り協力機
関との連携を地域(支
所)、広域（本所）、区全
体をそれぞれの単位とし
た重層的ネットワークとし
ての形成に向けた取組を
行う。

Ｃ Ｂ Ａ Ａ

高
齢
社
会
対
策
課

経

Ａ Ａ Ａ

①会議の開催については、1支所あたり6回を
目標としていたが、3月11日の地震の影響もあ
り予定していた会議が開催できず目標に達し
なかった。
②地域の協力機関から、見守りの必要な高齢
者の情報が高齢者相談センター支所に集まっ
ている。支所を中心とした小地域ごとに身近な
人々とのネットワークを構築することにより、高
齢者の見守り事業がきめ細かく効率的に遂行
できている。
③ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の
増加に伴い、見守り支援がより一層必要であ
る。高齢者が地域で生活を続けるには、協力
機関は重要な資源となるため高齢者相談セン
ター支所を中心とした見守りネットワークの充
実はますます必要度を増している。
④地震の影響により、成果指標とした会議の
開催数は達成できなかったが 他の項目につ

3 Ａ

地域支え合
いネット
ワーク事務
（ネットワー
ク）

　高齢者相談センター
(地域包括支援センター
支所)を拠点として、民
生・児童委員、町会・自
治会、老人クラブなど地
域の団体や地域で活動
する人が連携し、ひとり
暮らし高齢者等で援助
を必要とするものを、地
域全体で見守る体制を
整えるため

Ａ

総経費 千円 25,120 25,120 25,121

（上記のうち、人件費） 千円 4,000 4,000 4,000 ―

成果
指標

第４期練馬区高齢者
保健福祉計画・介護
保険計画の目標値
（ 終年度23年度）
に対する見守り訪問
事業の利用者数〔23
年度から、これまで
の事業利用者累計
数とする。〕

人 460 473 1,000

総経費 千円 41,452 41,469 40,696 ―

（上記のうち、人件費） 千円 16,000 16,000 16,000 ―

今後も安否確認の必要
なひとりぐらし高齢者へ
の周知を図るため、事業
PRを行っていくとともに
事業対象者や事業ＰＲの
方法も検討する。

Ａ Ａ

高
齢
社
会
対
策
課

4 Ａ

地域支え合
いネット
ワーク事務
（見守り）

社会的交流の乏しいひ
とりぐらし高齢者等に対
して電話や訪問により定
期的な安否確認を行
い、孤独感及び不安感
の緩和を図り、もってひ
とりぐらし高齢者などが
安心して生活できる環境
を整備するため。

Ｃ ＡＡ Ｂ

経
費

Ａ Ｂ

①利用者に対しては、安心した暮らしの提供
など一定の効果を挙げているが、平成２０年
に本事業が始まり３年ということで未だ事業の
周知度が低いこともあり、目標値を達成できな
かった。
②地域での支え合いを基本理念に見守り訪
問員は、地域住民を無料ボランティアとして活
用しており効率性は高い。
③ひとりぐらし高齢者や高齢者世帯の増加に
伴い、見守り支援は一層必要である。
④目標値の60%弱であり見守りを必要と考えら
れる高齢者が多く存在する中、事業ＰＲの不
足や本人希望とのミスマッチ等、本事業に結
びつけられない状況があったため。

Ａ

経
費

開催数は達成できなかったが、他の項目につ
いては目標の成果に達しており、事業は良好
に進んでいる。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

担
当
課

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 地域で高齢者を支える

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果
指標

認知症プログラム
修了者による自主
化したグループ数
（平成23年度から
はグループ数の累
計）

件数 17 10 66

総経費 千円 20,759 14,461 15,854 ―

（上記のうち、人件費） 千円 16,000 12,000 12,000 ―

Ａ

①平成19年度から認知症サポーター養成講
座を実施し、平成22年度には、延6,223人の認
知症サポーターを育成した

Ｂ

①パソコン（18日制）については目標を達成し
たが、ウォーキング（7日制）については実施
回数が少なく、自主化率が低いため。
②事業の委託および区民との協働により実施
しており、経費が抑えられたため。
③認知症になりにくい生活習慣を身につける
ためには、自主グループをつくり、主体的・継
続的な活動を行うことが必要であるため。
④事業の必要性は高いが、ウォーキングプロ
グラム（７日制）の自主化率が低かったため。

Ｂ

①認知症予防プログラムに
ついては、自主化率の低い
ウォーキング（7日制）を廃
止し、自主化率の高いパソ
コン（18日制）のみの実施を
検討する。
②高齢者施設等身近に参
加できる場所で、認知症予
防推進員と連携して、認知
症予防体操や数字パズル
等、高齢者が地域で楽しく
取り組めるような活動を検
討する。

Ｂ Ａ

高
齢
社
会
対
策
課

5 Ａ

介護予防事
業（認知症
予防）【介護
保険会計】

　認知症予防への関心
を高め、区民が主体的
に取り組むことにより認
知症予防に向けた地域
づくりを推進するため。

Ａ

経
費

Ｂ Ｃ Ａ

成果
指標

認知症サポーター
養成講座受講者
数（累計）

人 4,483 6,223 6,400 10,000

総経費 千円 26,270 21,277 21,211 ―

（上記のうち、人件費） 千円 24,000 20,000 20,000 ―

Ａ Ａ

高
齢
社
会
対
策
課

Ａ Ａ

・職域団体、特に商店会
への講座開催を呼びか
ける。
・キャラバン・メイトの自
主的な活動支援のため、
連絡会の開催とともに、
スキルアップのための方
法について検討する。

Ａ6 Ａ

地域支援任
意事業（認
知症への理
解普及促
進）【介護保
険会計】

地域での認知症への理
解を深めるとともに、支
援ネットワークを構築す
ることにより、認知症の
人や家族が安心して暮
らし続けることのできる
地域づくりを推進するた
め。

Ａ Ａ

経
費

Ａ

知症サポ タ を育成した。
②平成22年度に、東京都のキャラバン・メイト
養成研修においてキャラバン・メイトを５人養
成し、練馬区のキャラバン・メイト登録者数は
107人に達した。キャラバン･メイトを増やすこと
で、キャラバン・メイトが自主的に認知症サ
ポーター養成講座を実施する回数が増えた。
③認知症の方やその家族が安心して暮らし続
けられるまちづくりを推進するためには、認知
症を理解し、認知症の方やその家族を温かく
見守る応援者である認知症サポーターの育成
が必要である。
④キャラバン・メイトへの支援を充実すること
により、身近な地域で参加しやすい養成講座
の実施を増やすことができた。

Ｂ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

各相談員による自
己評価（３段階）の
点数(達成率８０％
以上を目指す）

点 3 2

総経費 千円 2,118 2,077 2,227 ―

（上記のうち、人件費） 千円 800 800 800 ―

①「取り組みおよび実績」「成果指標」におい
て、目標数値を上回った利用実績を残したた
め。

障

障
害
者
施
策
推
進
課経

費

Ａ

①総合福祉事務所や障害者施策推進課で実
施する研修会等により、相談支援の技術が向
上したため。
②相談件数および研修会回数とも、目標数値
を達成したため。
③身近な地域で、障害当事者やその家族から
相談を受けることができる仕組みは重要であ
るため。
④総合福祉事務所や障害者地域生活支援セ
ンターと情報共有を図りながら、相談に取り組
んでいるため。

Ｂ

引き続き、研修会等で、
福祉事務所や障害者地
域生活支援センターとの
連携・情報共有等を推進
し、相談の質の向上を目
指す。

Ｂ

障害者自立支援法改正に
伴い、「基幹相談支援セン
タ 」を市区町村に設置す

担
当
課

1 Ａ

身体障害
者・知的障
害者相談員
事務

障害者の相談に応じ、
福祉の向上を図るた
め。

Ａ Ｃ Ａ Ａ Ａ

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 総合相談体制を構築する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果
指標

各種相談への対
応と生活支援プロ
グラムへの参加数

人 47,979 50,393 51,000 52,000

総経費 千円 100,139 152,809 181,407 ―

（上記のうち、人件費） 千円 1,600 1,600 1,600 ―

成果
指標

障害者地域生活
支援センター整備
数

件 1 0 0 0

総経費 千円 103,348 6,288 0 ―

（上記のうち、人件費） 千円 800 800 0 ―

Ａ Ａ

①練馬区立障害者地域生活支援センター条
例施行規則に基づき、平成22年５月開設に向
けて、充分な開設準備を行うことができたため
②　①と同様
③　大泉に障害者地域生活支援センターを開
設したことにより、区西部にお住まいの障害者
およびそのご家族にとって身近な地域で様々
な相談ができる環境が整ったため。
④平成22年4月から５月の1ヶ月間を開設準備
としたため、運営に必要な物品や支援方法等
について大泉障害者地域生活支援センター内
で検討が進み、スムーズに事業の本格実施を
することができたため。

Ａ
当面、新たな区立障害者
地域生活支援センター整
備は行わない。

Ｂ Ａ

。
②各センターとも利用者の要望や特色に応じ
た事業展開を行っているため、利用実績が目
標数値を超えて伸びている。
③相談件数や生活支援プログラムへの参加
者は毎年伸びているため。
④平成22年度に4ヶ所目の大泉障害者地域生
活支援センター整備が完了した。各センターで
利用者の要望等に応じて特色あるプログラム
を実施した。また、障害者地域生活支援セン
ター所長会を定例で開催し、情報共有や連携
強化に努めた。

Ａ

障
害
者
施
策
推
進
課

Ｆ

障
害
者
施
策
推
進
課

Ａ

経
費

3 Ａ

障害者地域
生活支援セ
ンター整備
事務

障害者地域生活支援セ
ンター整備を行い、障害
者の地域生活における
支援を図るため。

Ａ

経
費

Ａ Ｃ Ａ Ａ Ａ Ａ2 Ａ

障害者地域
生活支援セ
ンター運営
事務

障害者や家族などから
の相談に応じ、地域生
活におけるニーズとこれ
に必要なサービスや支
援を組み合わせ、生活
が充実する相談支援体
制の構築を図るため。

ター」を市区町村に設置す
ることができるようになっ
た。現在の練馬区立障害者
地域生活支援センターの機
能充実を図ることにより「基
幹相談支援センター」として
の役割を果たしていけるよ
う検討をする。その詳細な
内容については、今後ださ
れてくる政省令等を見据え
ながら、対応していく。

Ｂ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

区内グループホー
ム定員

件数 189 217 255 360

総経費 千円 800 4,550 33,600 ―

（上記のうち、人件費） 千円 800 800 800 ―

施策名： サービス提供体制を拡充する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 ＡＢ

障害者・各
種助成事務
（障害者グ
ループ(ケ
ア)ホーム整
備費）

居住の場を整備すること
により、障害のある方が
家族介護に頼ることな
く、地域の中で、自立し
た生活を送ることができ
るようにするため。

Ａ Ｃ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

障
害
者
施
策
推
進
課

経
費

Ａ

①22年度は、オーナー設置型のグループホー
ムが２件（２ユニット）と22年度から23年度を跨
いでの設置による申請１件の合わせて3件の
整備費補助申請があった。その他、区整備費
申請は無いが新たな設置等を加え、2８床(部
屋）の増加となった。年度内35床には届かな
かったが、23年4月1日付けの東京都設置登
録件数では、35床を達成している。
②効率的に進んでいる
③今後も、地域生活推進のためには必要性
の高い事業である。
④グループホームについては今後も順調に増
える。ケアホームについては、バリアフリー法・
建築基準法・消防法等に適合した建物が求め
られるため、開設にあたってはハードルは高
いが、重度障害者も地域で生活を続けること
ができるよう施策を進めていく。

Ｂ

長期計画事業でもあり、
今後も民間事業者による
開設を促進していく。ま
た、ケアホームについて
も設置促進できるよう努
める。

成果
指標

中途障害者支援
事業の進捗状況

実施
事業計
画策定

事業実施

総経費 千円 ― 4,738 4,000 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 4,000 4,000 ―

障
害
者
サ
ー

ビ
ス
調
整
担
当
課

Ａ Ａ

①全８回検討会を開催し、十分な検討を行な
うことができたため。
②謝礼は規定に基づき適正に支払われた。議
事録作成に必要なテープ反訳委託は、見積も
り合わせなどにより経費を削減した。
③高次脳機能障害等の中途障害者の支援事
業は、現在、十分に整備されているとはいえな
いため、検討が必要である。
④検討会において、当事者団体のヒアリング
や他自治体の先行事業の視察を行なうなどに
より、各委員が検討に必要な情報を十分に提
供できたため。

2 ＡＢ
中途障害者
支援事業推
進事務

高次脳機能障害等の中
途障害者を対象とした
相談・訓練等の事業の
充実のため

（仮称）こども発達支援セ
ンターに移転したあとの
スペースを活用し、平成
２４年度中に中途障害者
を対象とした相談・訓練
事業を開始することを目
指し、事業計画と施設の
改修計画を策定する。

ＡＡ Ｂ Ａ Ａ

経
費
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

施策名： サービス提供体制を拡充する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

成果
指標

利用率（出席状況
⇒出席者／在籍
者）

％ 85.4 87.6 90.0

総経費 千円

Ａ Ｂ Ｂ Ａ3 ＡＢ
福祉園維持
運営事務

障害者自立支援法およ
びその他諸法令の規定
に基づき、地域等におい
て、安定した生活を営む
ため、常時介護等の必
要な重度障害者に対し
て、排せつ・食事の介
護、創作活動又は生産
活動の機会等を提供す
ることで、自立した社会
生活を営むことができる
ように支援するため。

練馬区長期計画では生
活介護事業所（40名規
模）を平成26年度に民間
誘致により開設する予定
である。26年度の開設ま
では、新規希望者(特別
支援学校卒業者)は、今
年度実施した定員の拡
大によってスムースな受
入れができるように努め
る。

Ａ

障
害
者
施
策
推
進
課

Ａ Ａ

①平成21年度以降、1日あたりの定員に対し
て90％の利用を想定し、弾力的受入れを実施
してきた。その結果、22年度については21年
度を上回る87.6％の利用状況となった。
②22年度は定員を超えた在籍状況となり、ほ
ぼ90％の稼働率となり、効率的な事業運営に
努めた。
③今後も特別支援学校卒業生が増加傾向に
ある中、卒業後の重度障害者の日中活動の
場の需要は高まる。24年度には、石神井特別
支援学校の高等部が独立して（仮称）練馬地
区特別支援学校が高松に設置され、卒業生
の動向を注視する必要がある。
④23年度は22年度までの定員を大きく上回る
見込となったため、定員枠を拡大し、21名の受
入れを決定した。26年度には生活介護事業を
民間事業者を誘致により、区立福祉園と同機

Ａ

総経費 千円 1,874,672 1,751,916 1,857,620 ―

（上記のうち、人件費） 千円 949,600 789,600 613,600 ―

成果
指標

医師の診察後30
日以内に訓練が
開始された割合

％ 60.0 57.4 90.0 90.0

総経費 千円 177,505 176,201 183,015 ―

（上記のうち、人件費） 千円 112,000 112,000 112,000 ―

経
費

民間事業者を誘致により、区立福祉園と同機
能を持つ施設を設置することにより、今後の特
別支援学校卒業生等の需要に応えていく。

Ａ Ｂ

①相談件数が増加するなかで、療育受入れ
体制が追いつかないのが現状である。
②①と同じ
③障害児の療育訓練は必要不可欠である。
保護者会においても、療育訓練により子ども
の力が伸びたという意見が圧倒的に多く、22
年度末に保護者を対象に実施したアンケート
でも、回答者135人のうち約95％にあたる128
人がセンターの療育に「満足」または「おおむ
ね満足」と答えている。障害児の保護者から
の支持と期待がきわめて高いことが感じとれ
る。
④区民の期待が大きいなかで、現時点では①
の理由により、指標の達成は困難な状況にあ
る。こども発達支援センターの開設は有力な
解決策になると考える。

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ

経
費

4 Ａ

心身障害者
福祉セン
ター維持運
営事務（こ
ども支援）

障害児の早期発見･早
期療育・訓練事業を行
い生活の向上を図るた
め

療育の質の向上のた
め、障害児の保護者を対
象に、ペアレント・トレー
ニングを実施する。
こども発達支援センター
開設に向けて、実施設計
を進めるとともに、事業
内容の詳細を検討する。

Ａ Ａ

障
害
者
サ
ー

ビ
ス
調
整
担
当
課



252 】

〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

施策名： サービス提供体制を拡充する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

成果
指標

利用件数
(8×365×0.5)

件数 1,428 1,303 1,460

総経費 千円 45,005 48,646 54,740 ―

（上記のうち、人件費） 千円 800 800 800 ―

5 ＡＢ
生活寮等維
持運営事務
（緊急一時）

介護者の疾病その他の
理由で、在宅の心身障
害者の支援が困難な状
況に陥った時に介護者
に代わって一時的に支
援を行い、地域生活を
継続できるようにするた
め。

Ａ

経
費

Ｃ Ｂ Ａ Ａ Ａ

①緊急一時保護事業については、大泉つつじ
荘だけで実施している。緊急時の対応や冠婚
葬祭時の一時預かり、介護疲労等の軽減等
事業の意味は大きい。
②宿泊施設が、相部屋であるため、利用希望
者の性別によって空いているのに利用できな
い等のミスマッチが起こることがあり、21年比
で見ると利用件数が若干減っている。今の設
備状況としてはフル稼働に近い。
なお、緊急ケースは工夫して積極的に受入れ
を依頼している。
③家族の万が一に対応する施設としては重要
な役割を果たしている。
④②③の事情を踏まえると、良好に進んでい
る。24年度中には、しらゆり荘の移転改築が
あり、生活寮だけでなく、緊急一時保護事業に
ついても実施する。

Ｂ

緊急一時保護事業につい
ては新たに練馬三丁目に
生活寮・緊急一時保護事業
施設の建設が始まり、24年
度に向けて、保護事業の定
員を増やす予定。なお、事
業としては区単独事業では
なく、障害者自立支援法に
沿った施設とし、運営費に
ついても一定の介護給付費
等の歳入を見込める施設と
して位置づける予定であ
る。一方つつじ荘について
は、法に適合する部分・しな
い部分を見極めながら、し
らゆり荘と同様に、施設の
位置づけを検討する。

Ａ

障
害
者
施
策
推
進
課

（上記のうち、人件費） 千円 800 800 800
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

講演会の延べ参
加者数の割合

％ 73.7 66.6 70.0 70.0

総経費 千円 1,300 1,175 1,461 ―

（上記のうち、人件費） 千円 800 800 800 ―

Ａ Ｂ

障
害
者
施
策
推
進
課

経
費

Ａ Ａ Ａ

①講演会のテーマについては、ネットワーク会
議の参加者の希望を取って実施しており、参
加者のニーズに対応しているといえる。
②参加者のニーズに対応するほか、新しい事
業に取組んでいる事業所などの紹介も具体的
に出来る。これに基づいた、グループ討議など
も後日行い活発な意見交換が行われている
ため、効率性は高い。
③事業所単位では講師の依頼をしにくいこと
もあり、必要性は高い。
④障害者の事業所だけでなく関係機関も参加
していることから、就労や工賃アップに対する
関係機関の意見を聞くこともできる。そのた
め、具体的なケースの相談をする時にネット
ワークを活用できる。２２年度は、福祉的就労
分科会では自主生産品等のカタログ作成にも
取り組んだ。

Ａ Ｂ Ａ

・障害者の就労を促進す
るため、各事業所のニー
ズや状況を踏まえ、企業
等の現状を聞く機会を設
ける。

担
当
課

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

実
施
体
制

1 Ａ

障害者福祉
事業施行事
務（ネット
ワーク推
進）

障害者の就労支援に関
する事業の開催を通じ
て、就労を希望する障害
者を支援する機関や学
校、企業などとの連携を
強化し、障害者の就労
促進と職場定着を図る
障害者の就労促進を図
るため。

Ａ

施策名： 障害者の就労を促進する

選
定
区
分

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表

事務
事業
番号

事務事業名

【 施策番号：

事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

成果
指標

新たな雇用につな
がった障害者数

人 48 57 59 68

総経費 千円 93,530 100,274 112,043 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 11,200 8,000 ―

①雇用促進法の改正があり、それに応じた求
人先の開拓などを池袋公共職業安定所などと
連携を取って実施した結果、景気が低迷する
中で雇用につながった障害者が昨年度より増
加した。
②区内の就労移行支援事業などを行う事業
所と比較すると就職者も多く、効率的といえ
る。
③練馬区障害者就労支援ネットワーク会議の
事務局として、また就労支援などを行う事業所
のほか特別支援学校などとも連携をとり、就
職を進めており、その必要性は高い。
④障害者の就労に対する相談は、当事者や
それを受け入れる企業からなど広がりを見せ
ており、そこでも協会の役割は大きいといえ
る。平成22年11月に一般財団法人格を取得し
たことを生かし、練馬区として一層の障害者の
就労支援に取組む必要がある。

経
費

Ｃ Ａ Ａ ＡＡ Ａ

障
害
者
施
策
推
進
課

Ａ Ｂ

就労移行支援事業を実
施していない区内福祉施
設から一般企業へ就労
できるよう、支援を行う。

Ａ
障害者就労
促進協会事
務

練馬区障害者就労促進
協会に対して補助金を
交付することにより、障
害者の雇用および
就労促進を図り、もって
障害者の自立と福祉の
向上に寄与するため。

2 Ａ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

担
当
課

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

実
施
体
制

施策名： 障害者の就労を促進する

選
定
区
分

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表

事務
事業
番号

事務事業名

【 施策番号：

事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

成果
指標

一般就労の就職
者数

人 5 8 11 12

総経費 千円 80,571 91,590 128,800 ―

（上記のうち、人件費） 千円 3,200 3,200 3,200 ―

①就労のための準備訓練を重ね、企業ニーズ
を的確に捉え、それに対応できる障害者を紹
介することなどにより、就労者数を増加させる
こととなった。
②就労の準備訓練として生活に対する支援も
合わせて行っているため、効率性は高い。
③福祉施設から一般企業に就職するために
必要な訓練等行うことは、区内他施設の障害
者のモデルとなるとなっている。利用希望者が
特別支援学校などを利用していない者など発
達障害を持つ者等にも対応しており、必要性
は高い。
④企業ニーズに対応できる、就労準備訓練を
行っており、その実績は評価できる。

ＡＡＡ

障
害
者
施
策
推
進
課

一般就職者数の増加を
図ると共に、就職後のケ
アを行う。

ＢＢ Ａ ＡＡ Ｃ

経
費

3 Ａ

福祉作業所
維持運営事
務（就労支
援）

地域等において、安定し
た生活を営むため、就
労を希望する者に対し
て、生産活動その他の
活動の機会の提供を通
じて、その知識および能
力の向上のために必要
な訓練を行い、自立した
日常生活又は社会生活
を営むことができるよう
支援するため。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

手話通訳者の派遣
件数※目標値を決
めて派遣件数の増
加を図ることは、事
業の性格上なじまな
いため、22年度以降
の目標値は未記入
とする。

件数 2,710 2,732

総経費 千円 26,442 26,840 27,584 ―

（上記のうち、人件費） 千円 10,000 10,000 10,000 ―

成果
指標 表彰を受けた数 件数 9 11

①障害者および障害者団体との協働によ
る開催のため、ＰＲ度も高く効果的であ
り、費用の面でも効率的である。

障
害
者

総
合
福
祉
事
務
所

経
費

Ａ

①聴覚障害者だけでなく、講演会や会議
を主催する団体からの依頼も年々増加
し、着実な成果が上がっている。
②派遣依頼の受付から通訳者への謝礼
支払までの事務はシステム化している。
③聴覚障害者の社会参加、および手話通
訳者の育成の場としても必要である。
④聴覚障害者の社会参加と理解の深化、
通訳者の育成などすべての面から本事業
は良好に進んでいる。

Ａ
委託可能な部分はすべ
て委託した。

Ｂ

地域福祉に貢献した個
人、団体等を表彰するこ

担
当
課

1 Ａ

地域生活支
援事務（コ
ミュニケー
ション支援）

聴覚障害者の団体また
は聴覚に障害のある個
人の社会活動に通訳者
を派遣することにより、
聴覚障害者の福祉の向
上に資するため。

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 障害者の社会生活を支援する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

指標

総経費 千円 2,075 2,102 524 ―

（上記のうち、人件費） 千円 1,600 1,600 0 ―

成果
指標

精神保健相談件
数

件数 36,192 44,959

総経費 千円 99,079 98,962 98,087 ―

（上記のうち、人件費） 千円 92,240 92,240 92,240 ―

Ａ Ａ

①精神保健関係の相談は、件数が増加してい
るだけでなく、内容も複雑化、対応も多様化し
ているが、事業や精神の専門家を利用しなが
ら真摯にこれに対応している。
②精神障害や何らかのメンタルヘルス不全を
持つ区民の方やその家族を、生活障害を持ち
ながらも在宅生活が続けられるように直接・間
接に支援すべく、所内事業と相談事業を継続
している。
③母子健診事業と連携して支援の必要な家
族や虐待の早期発見をしたり、精神保健関係
の諸機関との顔の見える連携が取れるように
会議やケースの連携会議を行った。
④自立支援方の申請、退院促進事業や他の
ルートからの紹介を機に、新規の方をケース・
マネジメントに導入し、これを継続的に相談に
乗って適切にフォローした。

Ａ

①精神保健対策事業（ア
ウトリーチ事業の組み立
て）
・地域での精神科未受
診、受診拒否者の早期
発見
・病院退院後・外来通院
中の障害者の再入院の
防止
・住民トラブル・家庭内暴
力など地域の問題事例
に対応する。

Ｂ Ａ

②・障害者週間で行われる啓発活動事業
としてふさわしい事業である。
・障害者および障害者の福祉の向上のた
めの励みとなり、事業の必要性は高い。
③効率性、必要性ともに高いことから、事
業規模を維持して継続していく。

Ａ

者
施
策
推
進
課

Ｂ Ａ

保
健
相
談
所

Ａ

経
費

3 Ａ
精神保健対
策事務①

精神障害者とその保護
者、その他一般住民に
対して、精神保健相談、
生活指導、講演会を開
催し精神保健に関する
知識を普及し、精神保健
衛生の向上を図るた
め。

Ａ

経
費

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ2 Ａ
障害者福祉
行事事務

とで、障害者福祉につい
ての関心と理解を深め、
障害のある方の社会活
動に積極的に参加する
意欲を高めるため

引続き検討していく。 Ｂ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

（貸付件数のうち、
生活保護を受給し
ていない件数）/貸
付件数

％ 95.1 95.0 100

施策名： 生活の安定に向けた自立支援を行う

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

①応急小口資金：現在の経済状況を反映し、
一時的な困窮にいたるケースが多く、相談件
数が増加しているが、要件を満たし、かつ必
要性の高い対象者に貸し付けているため、有
効に機能している。 高校進学準備：希望者の
全員が貸付を受けている。女性福祉：都・母子
福祉資金を補っている。 入院：高齢者や障害
者の方が入院医療費の支払いに困っている
場合に十分に機能している。 都・母子：需要
が高く有効に機能している。
②応急：相談および貸付件数が多く区民の必
要性に応えており効率性が高い。 高校進学：
少人数で貸付を行うことが出来るため効率性
が高い。 女性福祉：貸付件数が少ないが効率
的に処理している。 入院：貸付条件が明確で
あるため貸付が円滑に行われている。 都母
子：貸付件数が多いが効率的に処理してい
る

１．必要な人に必要な
サービスの提供ができる
よう、ＰＲにつとめる。
２ 高校入学準備資金が

担
当
課

福祉資金
費用を必要とする者に

総
合指標 付件数

＊高校進学準備
資金を除く。

総経費 千円 167,049 161,188 159,013

（上記のうち、人件費） 千円 32,800 32,800 32,800

Ａ Ａ Ａ Ａ

る。
③応急：昨今の不景気および総給与の減少と
雇用の不安定化を背景に特に応急小口資金
について相談件数および貸付件数が増加。
緊急な事態の資金として必要度が高い。 高
校：被保護世帯の高校進学の促進に効果的
である。高校の卒業が就職など生活安定のた
めに有効。 女性：都・母子資金の対象範囲を
補うため必要性が高い。 入院：高齢化の進行
に伴い必要性が高まっている。 都母子：厳し
い経済状況にある母子にとって必要性が高
い。
④応急：緊急な事態に対する貸付により生活
の安定と生活意欲の増進が有効に図られて
いる。 高校：貸付希望者全員が貸付を受けて
おり被保護者の自立支援のために有効に活
用されている。　女性：都母子の対象外の方
の要望に応えている。　入院：高齢者や障害
者の方が長期入院の療養費に関する心配なく
入院できる。　都母子：貸付が必要な多数の
母子の自立促進に成果を上げている。

Ｂ

２．高校入学準備資金が
生活保護費（生活扶助）
に含まれることになり、貸
付件数は減少している
が、不足分を補うための
需要が存在するため、事
業は継続する。

1 Ａ

福祉資金・
各種貸付事
務（生活資
金）

費用を必要とする者
資金を貸付けることによ
り、その生活の安定と生
活意欲の増進を図るた
め。

Ａ
Ｂ

ＢＡ

合
福
祉
事
務
所

経
費
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

施策名： 生活の安定に向けた自立支援を行う

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

担
当
課

成果
指標

光熱水費前年度
比１％減（事務所
のEMS 目標値）

％ 1.06％減 ２．０４％増 １％減

総経費 千円 117,314 114,340 115,299 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 8,000 8,000 ―

Ｂ

大
泉
総
合
福
祉
事
務
所

2 Ａ
大泉総合福
祉事務所維
持管理事務

各種事務事業の実施拠
点である事務所を効率
的に維持管理していくた
め。

経
費

Ｂ

職員数や来客数の増加も
あって、空気環境測定や定
期財務監査で執務環境の
改善を進めるように指摘を
受けている。所内の人員が
90名以上という状況の中、
窓が全く開かない執務環境
にあっては、冷房や空気循
環を相当期間使用せざる得
ない現状である。よって、無
駄な使用をしないようにこま
めに電源オフを行うことを
浸透させ、職員が自覚的に
節電に取組むように周知を
図っていく。

ＡＡ Ｂ Ｃ ＡＡ

①事務事業の増加、職員の増加、超過勤務
の増加、来所区民の増加という状況の中で、
当福祉事務所において光熱水費を前年度比
１％減の目標を達成することは出来ず、前年
度比２％との増となったため、成果達成は出
来なかった。
②1％減という成果目標は達成できなかった
が、人員・事務量・来所者が増加している中、
光熱水費を２％の増加に留めることができた
こと。さらに、コスト指標が前年度より低くなっ
ているため、効率性は高いと評価した。
③事務所を維持管理していくためには必要性
は高いといえる。
④成果以外はＡで評価したため、総合的に良
好に進んでいると評価した。

成果
指標

自立支援プログラ
ムの参加者数

人 1,614 1,722 1,400 1,700

総経費 千円 160,636 198,063 391,094 ―

（上記のうち、人件費） 千円 16,000 16,000 24,000 ―

成果
指標

法外援護対象世
帯

世帯 10,214 11,154

総経費 千円 158,774 157,184 166,772 ―

（上記のうち、人件費） 千円 40,000 40,000 40,000 ―

総
合
福
祉
事
務
所

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

Ａ

経
費

Ｂ Ａ

総
合
福
祉
事
務
所

Ｂ

引き続き、各自立支援プ
ログラムのプロジェクト
チームにおいて課題の検
討を継続する。子どもの
健全育成支援事業にお
いては、2年間のモデル
実施状況の検証、今後
の展開を検討しつつ実施
する。

各種法外援護が自立支
援に有効な手段として活
用できるよう、各種自立
支援プログラムの改正等
を行う。

Ｂ

経
費

4 Ａ
法外援護事
務

生活保護法では給付の
対象となっていない各種
費用を支給することによ
り、生活保護世帯の自
立を支援するため。

Ａ

3 Ａ
生活保護施
行事務

生活保護業務を実施す
る上で必要となる専門
的な知識を有する人員
を配置するとともに、業
務を適正に実施するた
めの体制整備を行うた
め。

Ａ Ａ Ａ Ａ

①法外援護が必要な世帯に対しては、必
要な援助がなされている。
②生活保護業務の一環として実施してい
る。
③生活保護世帯の自立支援を進めていく
ために有効である。
④生活保護法の金銭給付に加え、被保護
世帯が抱える個別の課題に対し、区独自
に法外援護を行うことにより自立を促進し
ている。

①課題ごとの自立支援プログラムプロジェクト
チームで取組方法を検討し、各専門員・支援
員を活用した取り組みを充実した結果、プログ
ラム参加者数が目標を上回る結果となった。
②専門員や支援員の配置により、生活保護地
区担当員だけでは十分でない専門性に特化し
た支援やきめ細かい支援を効果的に実施して
いる。
③生活保護世帯の課題が複雑で多岐に及ん
でいるため、専門的な知識・経験を持つ専門
員や支援員による支援がますます必要な状
況となっている。
④国や都の補助金を有効に活用することによ
り、専門員や支援員を配置し、プログラムによ
る自立支援を効果的に実施している。
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